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平易な言葉による要旨  

 

 

 

 

 

 

親の刑務所収容は、残された家族に、子どもの養育を手配する困難、家族収入の喪失、受刑している親

との接触を継続する上での障害、スティグマ、転居・転校・地元を離れることなどをはじめとする、多

くの問題をもたらす。子どもと親は、分離によって苦しめられる。子どもは、行動化したり、あるいは、

内にこもったり不安になったりうつになったりして、反応する。私たちは、親の刑務所収容に引き続く、

子どもの反社会的行動とメンタルヘルスを吟味した研究を、もれなく探索した。私たちは、適切なエビ

デンスを持つ、16件の研究を見出した。これらの研究は、すべて、受刑者の子どもは、そうでない子ど

もよりも、反社会的な問題とメンタルヘルスの問題をもっていることを示していた。しかしながら、刑

務所収容が、実際に、これらの問題を引き起こしたのかどうかははっきりしない。そうした問題は、親

が刑務所に収容される前から子どもの人生に存在していた、不利な条件によって引き起こされた可能性

がある。受刑者の子どもたちは脆弱な集団である。親の刑務所収容が、子どもの反社会的行動とメンタ

ルヘルスの問題を引き起こしているのかどうかを決定するためには、より多くの研究が必要である。  
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専門的な要旨／梗概  

 

 

 
背景 

 

親が刑務所にいる子どもの数は、世界中の多くの国で増加している。理論と質的研究は、親の刑務所収

容が、分離のトラウマ、親が収容されている間の子どもの養育の手配の困難さ、親の収入の喪失、転居・

転校をはじめとするストレスをもたらすできごと、そして、親の刑務所収容のスティグマなどにより、

子どもの反社会的行動とメンタルヘルスの問題に寄与している可能性があることを示唆している。  

 

目的 

 

本レビューの第一の目的は、子どもの反社会的行動（犯罪行動を含む）および不良なメンタルヘルスの

予測因子としての、親の刑務所収容に関するエビデンスを検討することである。第二の目的は、これら

のアウトカムに対して、親の刑務所収容がもつ、因果的効果に関するエビデンスを検討することである。

第三の目的は、子ども、親、刑務所、そして、より広範な社会的・刑事的環境の特徴が、親の刑務所収

容が子どもにもたらす効果の、調節変数として作用している可能性について追究することである。 

  

探索手法 

 

この分野の専門家に連絡を取り、過去のレビューの引用文献を調べ、1960年から2008年に至る電子デー

タベースを検索して、受刑者の子どもについての研究を探索した。公表されている研究も、未公表の研

究のいずれも探索した。探索は国際的に行った。10,500件を超える参考文献が見つかり、319件について

全文の報告書を入手し、165件の受刑者の子どもに関する研究の報告書を見いだした。  

 

選別基準  

 

レビューに適した研究である可能性があるので、受刑者している親の子どもと受刑していない親の子ど

もを、反社会的アウトカムないしメンタルヘルスのアウトカムについて比較した研究を、まず、確定し

た。比較群の子どもが、（親の刑務所収容に引き続く子どものアウトカムに関する予測の大きさを推定

するために）子どもの一般集団を代表するように選択されている場合、あるいは、（親の刑務所収容の

子どもに対する因果的効果を推定するために）交絡変数について受刑者の子どもと同様である場合に研

究に含めた。レビューに適格な研究は16件あった。 

 

データ収集と分析  

 

ナラティブなレビューとメタアナリシスを用いて、16件の研究の結果を記述する。親の刑務所収容と子

どものアウトカムの関連について、重みづけ平均値エフェクトサイズを報告する。調節変数による分析

を用いて、研究結果のばらつきについて想定しうる説明を検討する。  
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主たる結果  

 

受刑者の親を持つ子どもは、受刑していない親を持つ子どもと比べて、反社会的行動と不良なメンタル

ヘルスのアウトカムのリスクが、ほぼ2倍であった。1件を除くすべての研究が、親の刑務所収容は、子

どもについて、これらのアウトカムを増加させうる（つまり、共変量を統制した後であっても、正の効

果を持つ）ことを示唆した。しかしながら、これらの因果的効果の検証は、系統的なバイアスを受けて

いる可能性がある。その理由は、研究が、過去の子どもの行動、親の犯罪性など、親の刑務所収容と関

連している可能性がある、その他の重要な交絡変数について、しばしば統制をしていないからである。

研究の件数が少ないので、親の刑務所収容と子どものアウトカムの関係に影響をもたらしうる調節変数

については、探索的な分析を行う以上のことができなかった。  

 

レビューワの結論  

 

私たちは、受刑者の子どもは、同年輩の子どもと比べて、好ましくないアウトカムについてのリスクが

高いと結論する。しかしながら、親の刑務所収容が子どもに対するリスクを高めているのか、あるいは、

子どもの人生におけるその他の不利な条件がこの関連を説明するのかは分からない。親の刑務所収容が

子どもにもたらしうる影響に対する、研究関心は高まっている。親の刑務所収容が子どもにもたらす因

果的効果をより精確に推定するための新たな研究を行い、その効果の媒介変数と調節変数を探求するこ

とが重要である。 
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１ 序論 

 
世界中の多くの国において刑務所収容率が急に増加するにつれて（Walmsley, 2005）、親の刑務所収容がも

たらしうる、子どもに対する影響は、増大する社会的不安の一つとなっている。受刑者の子どもは、犯

罪の「忘れられた被害者」（Matthews, 1983）、「司法の孤児」（Shaw, 1992）、「刑務所収容の隠れた被害

者」（Cunningham & Baker, 2003）、「刑事学のシンデレラ」（Shaw, 1987, p. 3）、「刑務所爆発の目に見え

ない被害者」 （Petersilia, 2005, p. 34）などと呼ばれてきた。このレビューは、親の刑務所収容が子ど

もの反社会的行動と精神衛生にもたらしうる効果を検討する。 
 

1.1 親の刑務所収容の広がり 

 

多くの国々において、親が刑務所に収容されている子どもの人数に関する情報はほとんどない。アメリカ合衆

国の全米刑務所被収容者調査によると、刑務所に収容されている親を持つ 18 歳以下の子どもの人数は、1990
年の 945,600 人から 2007 年の 1,706,600 人に増え、全国の子どもの 2.3%に達した（Glaze & Maruschak, 
2008）。刑務所にいる母親の数は、父親の数よりも、近年、より急速に増加しているが、やはり、両親

のどちらか一人が刑務所に収容されている子どもの大多数は、父親が刑務所に収容されている（アメリ

カでは 91%。Glaze & Maruschak（2008）））。両親のどちらか一人が刑務所に収容される確率は、アメリ

カの黒人の子ども（6.7%）は白人の子ども（0.9%）よりも、7.5 倍高く、ヒスパニック系の子ども（2.4%）

は白人の子どもより、2.5 倍高い（Glaze & Maruschak, 2008）。 
 
暫定的な推計値は、イングランドとウェールズでは、約 125,000 人の 18 歳以下の子ども（のほぼ 1%）の

親が刑務所に収容されていることを示唆している（Murray, 2007）。Ayre, Philbrick, and Reiss（2006）
は、親が刑務所にいる子どもの数は、アイルランドで4,400人、フランスで 68,800人、イタリアで 73,500
人、スウェーデンで 8,500 人、 ポルトガルで 17,100 人、スペインで 79,500 人、オランドで 26,100 人

であると推計している（この推計は、一人の収容者が、平均 1.3 人の子どもを持っているという仮定に基

づいている）。児童期のいずれかの時期に、親が刑務所に収容されたことがある経験をもつ子どもの累積

的な人数については、なおのこと、わかっていない。しかしながら、Wildeman（2009）は、1990 年に

アメリカ合衆国に生まれた、白人の子ども 40 人のうちの一人、そして、なんと、黒人の子ども 5 人のう

ち一人が、9 歳の誕生日までに、両親のいずれか一人が刑務所に収容されたことがあると推計している。

Quilty（2005）は、オーストラリアの 16 歳未満のすべての子どものほぼ 5%について、これまで両親の

いずれか一人が刑務所に収容されたことがあると計算している。 
 

1.2 キーとなる用語の定義 

 

親の刑務所収容と犯罪性 

 

このレビューでは、親の刑務所収容という用語は、刑事司法制度による、留置場での一晩だけ拘束を除

く、あらゆる種類の、親の拘禁を指す。なお、戦争犯罪者として収容された親に関する問題は議論しな

い（例えば、McCubbin, Dahl, Lester, & Ross（1977）; Najafi, Akochkian, & Nikyar（2007））。刑務所収

容とは、（アメリカの場合は、州ないし連邦の）ジェイルとプリズン、そして、（英国の場合は、地方で

あろうと訓練施設であろうと）開放刑務所ないし閉鎖刑務所に拘禁されることを指す。このレビューは、

親の刑務所収容が子どもに与えうる効果に関するもので、出生前の親の刑務所収容ではなく、児童期の
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親の刑務所収容に焦点を当てている。親の犯罪性とは、親の犯罪行動（すなわち、法律に反しており、

有罪宣告の根拠となりうる行為を行うこと）及び親が犯罪行動を行う傾向を指す。 
 
子どものアウトカム 
 

私たちは、親の刑務所収容に引き続いて起こる、子どもに対する、望ましくない二つのタイプのアウト

カム、すなわち、反社会的行動とメンタルヘルスの問題についてレビューを行う。これらの二つのアウ

トカムを選んだのは、理論が、親の刑務所収容が、これらの問題の原因でありうることを示唆しており、

また、先行して行われたレビューが、これらのアウトカムが、刑務所収容者の子どものアウトカムとし

て、きわめて頻繁に研究されてきたことを示しているからである。反社会的行動とは、社会規範や法律

に反する、きわめて多様な行動を意味する（Rutter, Giller, & Hagell, 1998）。このレビューは、必ずしも

犯罪活動を含まない（外在化された行動ともよばれる）反社会的行動をも検討する。例えば、嘘つきや

ごまかしを持続していることや、自己申告や逮捕、有罪宣告、刑務所収容により測定された、子ども本

人の犯罪行動である。このレビューでは、メンタルヘルスの問題を内在化された問題に限定する。な一

罪化された問題とは、主として、不安とうつを指す（Goldberg & Goodyer, 2005）。反社会的問題やメン

タルヘルス上の問題を伴わない薬物乱用は、アウトカムとしては検討しない。子どものアウトカムが生

じるのは、親の刑務所収容の後のどの時点であってもよい。すなわち、親が刑務所収容中であっても釈

放後であってもよく、また、本人が児童期であっても成人期であってもよい。だから、子どものアウト

カムとは、受刑者の子どもに対するアウトカムを意味するのであって、必ずしも児童期に生じるアウト

カムを意味するわけではない。 
 
親の刑務所収容と子どものアウトカムの間の関連を評価するためには、親の刑務所収容が Helena 
Kraemer ら（Kazdin, Kraemer, Kessler, Kupfer, & Offord, 1997; Kraemer et al., 1997; Kraemer, Lowe, & 
Kupfer, 2005）が定義するところの、リスク要因であるのか、それとも、因果性をもつリスク要因であ

るのかを検討するのが有用である。これらの用語の定義は以下のとおりである。 
 
リスク要因 
 
リスク要因は、アウトカムを予測することが示されている変数である。予測には、関連と時間的先行が

必要である。関連は、受刑者の子ども対するアウトカムと、親が刑務所に収容されていない一般母集団

の子どものアウトカムを比較することで検証されなければならない（これは、二変量の関連と呼ばれる）。

その上、リスク要因が、アウトカムに時間的に先行することが示されなければならない。よって、縦断

的なデータが必要となる。「相関要因とリスク要因とのもっとも重要な違いは、（前者と異なり）リスク

要因は時間的に先行していることであり、これは、研究上、おそらく最もよくある間違い、すなわち、

単なる相関要因をリスク要因と呼んでしまう間違いに関連している」（Kraemer et al., 2005, p. 16）。従っ

て、親の刑務所収容がリスク要因であるかどうかを調査するための研究は、親の刑務所収容と、収容よ

り後の子どものアウトカムの間の、二変量の関連を検討すべきである。因果性をもつリスク要因は可変

のリスク要因であって、変化させられた場合には、アウトカムの起きるリスクの変化を生じさせる。あ

る変数が、因果性を持つリスク要因であることを確立するためには、関連と時間的先行が示されなけれ

ばならず、さらに、そのリスク要因への曝露が、アウトカムの増加を引き起こすことが示されなければ

ならない。 
 
因果性をもつリスク要因 
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因果性をもつリスク要因は、リスク推定における「黄金」であり、アウトカムに関するハイリスクをも

つ人々を確定することと、アウトカムを予防する介入の基礎を提供することに用いることができる

（Kraemer et al., 2005, pp. 32-33）。因果性をもつリスク要因という用語は、原因という用語に代わって

使用されている。なぜなら、原因という言い方は確定的な効果を意味する可能性があり、社会科学にお

ける因果関係は、Xの変化に引き続いてYの変化が一定の確率で起きるという、確率的なものであるから

である（Farrington, 1988; Kraemer et al., 2005）。因果性をもつリスク要因は、実験研究や準実験研究

において、あるいは、統計的統制を用いて、交絡変数を統制した上で、リスク要因の変化にアウトカム

の変化が引き続いて起きるかどうかを調べることによって知ることができる。 
 

1.3 親の刑務所収容が子どもにもたらしうる効果 

 
親の犯罪性（Farrington, Coid, & Murray, 2009; Farrington, Jolliffe, Loeber, Stouthamer-Loeber, & Kalb, 
2001; Rakt, Nieuwbeerta, & Graaf, 2008）と「欠損家庭」（Amato, 2001; Amato & Keith, 1991; Bowlby, 
1946; Juby & Farrington, 2001）がともに、子どもの反社会的行動とメンタルヘルスの問題のリスク要因

として確立されていることを踏まえれば、親の刑務所収容もまた、これらのアウトカムを予測するであ

ろうと期待される。親の刑務所収容が、実際に、子どもにとって望ましくないアウトカムを予測するか

どうかを検討することは重要である。なぜなら、そのような予測は、受刑者の子どもが追加的な支援を

必要とすることを示唆するからである。親の刑務所収容が子どものアウトカムを予測しないのなら、そ

れは因果性のあるリスク要因であるとは考えられない。 
 
受刑者の家族と子どもに関する、詳細で定性的な一群の重要な研究は、親の刑務所収容が因果性をもつ

リスク要因でありうることを示唆している。これらの研究は、親が刑務所に収容された後に、その家族

や子どもが出会う多くの困難を記述している。これらの困難には、心理的な苦悩、子どもに対する混乱

した説明、子どもの養育者の変化、刑務所に収容された親と接触を継続する難しさ、家計収入の減少、

刑務所収容に伴うスティグマ、引越しや転校（例えば、Boswell, 2002; Braman, 2004; Henriques, 1982; 
Kampfner, 1995; Pellegrini, 1997; Poehlmann, 2005; Richards et al., 1994; Sack, 1977; Sack, Seidler, & 
Thomas, 1976; Skinner & Swartz, 1989 を見よ）が含まれる。これらの研究は、親の刑務所収容が、子ど

もに対して複数の生活上の変化と心理的な困難をもたらしうることを示しており、よって、親の刑務所

収容は、子どもの反社会的行動とメンタルヘルスの問題に寄与する可能性がある。 
 
四つの犯罪学理論が、親の刑務所収容が、子どもの反社会的行動と犯罪行動の増加を引き起こしうるこ

とを示唆している（詳しいディスカッションは、Hagan & Dinovitzer, 1999; Murray & Farrington, 2008a
を見よ）。第一に、社会的ボンド理論は、親の刑務所収容は、親子の分離によって、子どもの愛着関係を

破壊するため、子どもにとって害をもたらしうると示唆する（この理論の詳しいディスカッションは 
Murray & Murray（in press）を見よ）。 
  
第二に、ストレイン理論（Agnew, 1992; Agnew, Brezina, Wright, & Cullen, 2002; Merton, 1938）は、親

の刑務所収容の後に起きる、家計収入の減少をはじめとするマイナスの生活上のできごとが、子どもの

違法行動の増加を引き起こしうると示唆する。ストレイン理論によれば、生活上のストレスはネガティ

ブな感情を増加させる傾向があり、その結果、子どもたちは、逆境をもたらしている原因を攻撃したり

あるいはそれから逃避したり、目標を達成するために非合法な手段を用いるようになったり、薬物使用

を通じてネガティブな感情に対処しようと試みたりする（Agnew, 1992）。 
 
第三に、社会統制理論は、親の刑務所収容は、子どもの養育の質と子どもの監督を減らすことを通じて、
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非行を引き起こしうると示唆する。第四に、ラベリング理論は、親の刑務所収容の結果として生じる社

会的スティグマと公的機関の偏見のために、子どもが、犯罪行動について起訴されたり有罪宣告を受け

たりする確率が高まると示唆する。これら、愛着の破壊、ストレイン、低い質の養育、スティグマとい

ったプロセスは、子どものメンタルヘルスの問題とも関連している（Garber, 2000; Harrington, 2002; 
Hinshaw & Cicchetti, 2000; Klein & Pine, 2002）。それゆえ、親の刑務所収容は、子どもの反社会的行動

とメンタルヘルスの問題に寄与している可能性がある。 
  
これらの理論は、親の刑務所収容は、経済的なストレインあるいはスティグマを増加させることを通じ

て間接的な効果をもちうるが、このできごとを経験する子どもに対して、主として、直接的な効果を与

えていると示唆している。私たちは、児童期に体験する親の刑務所収容は、出生前に体験する、あるい

は、親元を離れている場合に体験する刑務所収容よりも影響が大きいという仮説を立てる。 
  
このほか、二つの代替的な理論が、親の刑務所収容は、子どもに対する望ましくないアウトカムに寄与

しないと示唆する。第一に、たとえ、親の刑務所収容が、望ましくないアウトカムを予測するとしても、

それは、刑務所に収容される以前からの親の犯罪性と社会的に不利な条件のせいであって、親の刑務所

収容自体がこれらの問題を引き起こしたからではないのかもしれない。第二に、虐待的あるいは反社会

的な親が刑務所に収容されれば、破壊的で反社会的な影響が、子どもたちの生活から取り除かれるため、

実際には、行動上の問題が発展する確率が減少するかもしれない（たとえば、Jaffee, Moffitt, Caspi, & 
Taylor, 2003 を見よ）。これらの競合する仮説を評価するためには、現行のエビデンスを統合する必要が

ある。 
 

 1.4 本レビューの目標 

 

このレビューには主な目標が二つある。一つは、親の刑務所収容が、子どもにとって望ましくないアウ

トカムのリスク要因であるかに関するエビデンスを査定すること、もう一つは、親の刑務所収容が、因

果性のあるリスク要因であるかに関するエビデンスを査定することである。三つ目の目標は、親の刑務

所収容と子どものアウトカムとの関係が、子ども、親、環境特徴など（の調節変数）によって異なるか

どうかを調べることである。主な調節変数は、子どもの性別、親が刑務所に収容される際の子どもの年

齢、母親の刑務所収容か父親の刑務所収容か、親の刑務所収容の期間、（刑期と被収容者比率により分類

した）研究が実施された国などである。理想を言えば、もし十分な量の研究が必要な情報を報告してい

るなら、これら以外の調節変数、例えば、親による養育の質、収容前及び収容期間の子どもと親との接

触頻度、社会的サポート、家計収入、刑務所のタイプなどについても検討したい。また、結果が、（例え

ば、研究デザインや、公表タイプなど）研究の方法論的特徴とも関連して変化するかどうかを分析する

ことも目標とした。 
 
1.5 リスク要因の系統的レビュー 
   
親の刑務所収容は、キャンベル系統レビューにおいて研究されている介入の典型とは言い難い。親の刑

務所収容は、望ましくないアウトカムを減らしたり予防したりすることを目的とした、意図的に実施さ

れたプログラムではない。そうではなく、子どもに対して意図せざる結果をもたらしうる、成人に対す

る刑事司法措置の一つである。さらに、親の刑務所収容の効果が、それ以外の刑事司法介入の効果につ

いて用いられてきた、ランダム化実験によって評価されたことはない。原則としては、親の刑務所収容

の、子どもに対する効果は、犯罪で有罪宣告を受けた（そして、研究に自発的に参加した）人々を、ラ

ンダムに刑務所（通常の判決）ないし社会奉仕活動に割りつけた、Killias, Aebi, and Ribeaud（2000a; 
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2000b）が行った研究と同様の研究に、子どものアウトカム尺度を含めば、ランダム化実験によって研

究することができる。しかしながら、これまで行われてきた、親の刑務所収容についての研究は、この

実験的アプローチを用いておらず、子どもにもたらされうる効果を調べるために、マッチングされた比

較群や統計によるバランス化の手法を用いた観察研究である。今までのレビューによると、大半の研究

は方法論の質が劣り内的妥当性も低い（Hagan & Dinovitzer, 1999; Murray, 2005; Murray & Farrington, 
2008a）。 
  
確信をもった因果的結論を引き出せるような、良質の研究がほとんどないように思われる際に、系統的

レビューを行う価値があるかどうかが重要な論点である。私たちは、以下の理由で価値があると考える。

第一に、以前は、不完全な探索手法を用いることで見逃していた良質の研究を、系統的レビューを行う

ことで発見できる可能性がある。第二に、より多くの良質の研究が発表されるには長い時間がかかる可

能性があり、政策立案者は決定を行うための暫定的なエビデンスを必要とする。第三に、もし系統的レ

ビューが良質の研究が不足していることを示すなら、新世代のより良質の一次研究を促進しうる。それ

ゆえ、たとえ今までのレビューが、親の刑務所収容について良質の研究がわずかしかないことを示唆し

ていても、このテーマに関する系統的レビューを行う価値があると信じる。 
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２ 研究手法 
 

 

 

2.1 このレビューに研究を包含する基準 

 

このレビューの対象とする研究は、親が刑務所に収容されている子どもと、親が刑務所に収容されたこ

とがない子どもの、反社会的行動とメンタルヘルスについて比較する研究である。まず、研究を識別す

るのに用いた、７つの適格基準を以下に示す。適格な研究は、以下の７つの標準をすべて満たさなけれ

ばならない。 

1. 研究は、受刑者の子どもと、少なくとも一群の収容されている親をもたない子どもを含まなければ

ならない。 
2. 研究は、子どもの反社会的行動、あるいは、メンタルヘルスに関する尺度を含まなければならない。 
3. 子どものアウトカムは、親が初めて刑務所に収容された後に、測定されていなければならない。（た

だし、適格な研究のうち何件かは、親が収容された時期と子どものアウトカムの時期について、や

はり、不明確である。これは、子どものアウトカム尺度の参照期間が、親が初めて刑務所に収容さ

れた時期と重なっていたからである。レビューからこのような研究を除外するのではなく、むしろ、

私たちは、必要に応じてこの問題を指摘し、この問題をレビューにおいて考慮すべき、方法論の質

の問題として取り扱う）。 
4. 研究は、受刑者の子どもと比較群のアウトカムについて、同じ尺度を用いなければならない。 
5. 数値情報： 少なくとも一つのエフェクトサイズを報告していなければならない。あるいは、少な

くとも一つのエフェクトサイズを算出するために十分な数値情報がなければならない。  
6. 公表： 研究は、公表されていても、未公表でもよい。 
7. 場所と言語： 研究は、どこの国においても実施されたものでもよく、英語、ドイツ語、オランダ

語、フランス語、スペイン語、ボルトガル語、スウェーデン語、デンマーク語、あるいは、ノルウ

ェー語で報告されていればよい。 
 
最初に、以上の7つの適格性基準を用いてスクリーニングを行った後、レビューの目的に関連してない研

究を除外するため、付加的基準が必要であることが明らかとなった。レビューに含めるべき研究を選ぶ

ために、以下の3つの基準が追加された。結局、このレビューに包含されるために、研究は計10項目の基

準を満たさなければならない。 
  
8. すべての子どもを、裁判所あるいは精神科クリニックから募集した研究を除外した。親を、裁判所か

ら集めた研究（例えば、刑務所に収容される親の子どもと、執行猶予される親の子どもの比較）は

除外しない。そうではなく、子どもたち自身を全員、裁判所あるいは精神科クリニックから集めた

研究を除外した。これらの研究では、比較群の子どもは、明らかに、子どもの一般的な集団の代表

ではない。よって、これらの研究は、親の刑務所収容と子どものアウトカムの二変数間の関連を評

価し、親の刑務所収容がリスク要因であるかどうかを検討するには、不適切である。さらに、当該

研究における、すべての子どもたちが（裁判所歴ないし受診歴から明らかであるように）非行ない

しメンタルヘルスのアウトカムを持っている場合には、親の刑務所収容の因果的効果を推定するこ

とはできない。 
9. 唯一の比較群が、刑務所収容以外の理由で親と分離した子どもである場合、あるいは、受刑者の子ど
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もの一番の親友である場合には、研究を除外した。これらの子どもと受刑者の子どもを比較しても、

親の刑務所収容と子どものアウトカムの二変数関連の推定値は得られない。また、刑務所収容以外

の原因で親と分離されることもまた、望ましくないアウトカムを引き起こすかもしれないので、こ

れを比較条件とするのは、子どもに対する、親の刑務所収容の、因果的効果を過少評価する可能性

がある。受刑者の子どもの一番の親友は、受刑者の子どもの行動に影響をうける可能性があり、よ

って、親の刑務所収容の子どもに対する効果を推定するための比較群としては相応しくない。 
10．1件の養子研究を、本レビューから除外した。その理由は、そのデザインは、親の刑務所収容の子ど

もに対する環境的効果ではなく、母親の刑務所収容と子どものアウトカムの、遺伝的関連を推定す

ることにしか用いることができなかったからである。 
 

2.2 探索戦略 

 

2008年6月から9月までの間、適格な研究の探索を行った。適格研究についての網羅的な探索を行うため、

いくつかの戦略を用いた。まず、Joseph Murrayが、以前、親の刑務所収容の子どもに対する影響に関し

て行った先行研究のために収集した文献のセットからスタートした（Murray, 2005, 2006, 2007; Murray 
& Farrington, 2005, 2006, 2008a, 2008b; Murray, Janson, & Farrington, 2007）。ついで、さらに研究

を探すため、三つの方法を用いた。第一に、以下に示すような、キーワードを用いて電子データベース

を検索した。第二に、過去のレビューの参考文献を調べた（Dallaire, 2007; S. Gabel, 2003; Hagan & 
Dinovitzer, 1999; Johnston, 1995; Murray, 2005; Murray & Farrington, 2008a; Myers, Smarsh, 
Amlund-Hagen, & Kennon, 1999; Nijnatten, 1998）。第三に、この領域の専門家に連絡をとった。これら

の探索手法を用いて、レビューに関連がありそうな報告の書誌情報10,727件のリストをとりまとめた。 
関連研究を探索するため、電子データベースの検索に用いたキーワードを、図１に示す。 
 
図1 電子データベースを検索するのに用いたキーワード 

Prison* OR Jail* OR Penitentiary OR Imprison* OR Incarcerat* OR Detention  
AND  

Child* OR Son* OR Daughter* OR Parent* OR Mother* OR Father*  
AND  

Antisocial* OR Delinquen* OR Crim* OR Offend* OR Violen* OR Aggressi* OR Mental health OR  
Mental Illness OR Internaliz* OR Depress* OR Anxiety OR Anxious OR Psychological* 

 

1960年から2008年まで検索を行った、23本の電子データベースを、図2に示す（括弧内の数字は、それ

ぞれのデータベースから、重複しないで得られたヒット件数である）。 
 

図2 このレビューのために検索した電子データベース 

�  Bibliography of Nordic Criminology  (16)  
�  Blackwell/Wiley  (0)  
�  C2-SPECTR (3)   
�  Cochrane (13)  
�  Criminal Justice Abstracts (1,689)  
�  Dissertation Abstracts  (728)  
�  Education-Line (2)  
�  Embase (409)  
�  ERIC (357)  
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�  Google (26)  
�  Google Scholar  (9,140, of which the first 1,000 could be examined)  
�  Ingenta (217)  
�  JSTOR (779)  
�  Medline (408)   
�  National Institute Of Corrections Information Centre (73)  
�  National Criminal Justice Reference Service (1,079)  
�  Newton: University Of Cambridge Library Catalogue (99)  
�  PsychInfo (1,517)  
�  Science Direct (658)  
�  System for Information on Grey Literature in Europe (17)  
�  Sociological Abstracts (571)  
�  Springer (0)  
 Web of Science (1,003)  
 

2つのグループの研究者と実務家に電子メールを送り、本レビューに適格だと思われる、あらゆる研究に

ついて教えてもらえるよう依頼した。第一のグループは、受刑者の子どもに専門的な関心を持っている

ことを、私たちが知っている、ほぼ65名の研究者と実務家である。第二のグループは、犯罪学における

主要な縦断研究（これらの研究のリストは、Farrington & Welsh, 2007, pp. 29-36を見よ）を担ってきた、

ほぼ30名の人たち。これらの縦断研究の実施者が、本レビューには適格だが、未公表である、あるいは、

親の刑務所収容についてタイトルや要旨では触れていない論文に隠されている、重要な結果を知ってい

るかもしれないと考えた。これらすべての資料源から、スクリーニングの対象として、10,727件の書誌情

報を得た。 
 
2.3 適格研究のふるい分け 

 

スクリーニングプロセスのフローチャートを、図３に示す。 
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図3 適格研究を残すためのスクリーニング 
 

関連性についてスクリーニングする10,727件の書誌情報 
適格である可能性がある研究に関する322件の書誌情報 
319件の報告について全文を入手 
165件の実証研究 
量的データをもつ124件の報告 
比較群を持つ47件の研究 
反社会的行動／メンタルヘルスのアウトカムを持つ37件の研究 
エフェクトサイズを求めるための数値情報を持つ35件の研究 
適切な標本と比較群を持つ、25件の報告書 
25件の文書に報告された、16件の適格研究 

 
 
探索で見出された、10,727件の報告を、タイトル（と（タイトルが関連しているように思われる場合）要

旨）を見て、スクリーニングした。本レビューに明らかに関連していない報告は、Ivana Sekolが除外し、

その結果、本レビューに適格である可能性がある322件の報告が残った。さらに点検するため、319件に

ついて全文を取り寄せた。そのうち、165件は、受刑者の子どもについての（レビュー論文ではない）実

証研究であった。これらの165件の研究から、上記で述べた10項目の適格基準の一つ以上を満たさない研

究を除外した。このプロセスは、Rikke OlsenとIvana Sekol が実施し、疑問がある場合はJoseph Murray 
に照会した。疑問がある場合には、最後の包含／除外の最終的な決定は、Joseph Murray が行った。41
件の実証研究は定性的な研究であり、本レビューに適格ではなかった。1 残る124件の報告のうち、99
件は、以下の理由で本レビューには適格ではなかった。(a) 77件のレポートは、刑務所に収容されている

親をもたない子どもを比較群としてもっていなかった、 (b) 他の10件の研究は、子どものアウトカムと

して、反社会的行動あるいはメンタルヘルスの尺度をもっていなかった、 (c) 2件の研究（Guo, Roettger, 
& Cai, 2008; Kampfner, 1995）はエフェクトサイズを算出するための数値情報を欠いていた、(d) 6件の

報告（Bryant & Rivard, 1995; Dannerbeck, 2001, 2005; Evens & Stoep, 1997; Stewart Gabel & 
Shindledecker, 1993; Phillips, Burns, Wagner, Kramer, & Robbins, 2002）は、すべての子どもを、治療

クリニック、裁判所ないし社会福祉から集めていた、 (e) 2件の報告は、刑務所収容以外の理由で親と分

離された子どもたちを比較群として用いていた（Moerk, 1973）か、あるいは、受刑者の子どもの一番の

親友を比較群としていた（Trice & Brewster, 2004）、(f) 2件の報告（Crowe, 1972, 1974）は養子研究で、

親の刑務所収容の子どもに対する、遺伝的効果を測定するためにデザインされていた。10項目の適格基

準を一つでも満たさないと研究を除外したところ、（25件の文書に報告された）16件の研究が、本レビ

ューに適格であることが識別された。補遺Aは、本レビューから除外した140件の実証研究の書誌情報の

リストである。 
 

2.4  受刑者の子どもについての研究の増加 

 

図4は、各年に公表された、受刑者の子どもに関する研究の数を示す。1960年から2000年の間は、受刑者

の子どもについての研究はわずかしか実施されなかったが、2000年以降は、このテーマに関する研究関

                                                        
1  受刑者の子どもに関する多くの質的研究を入手したので、優れた質的研究のスキルをもった同僚と、

これらの研究のレビューを協働で行えれば幸いである。 
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心は急に高まっている。実際、本レビューに適格である研究の大半は、この5年間に行われたものである。 

 

図4 受刑者の子どもに関する研究関心の増加 

 

 

2.5 研究のコーディング 

 

本レビューに含め研究は、Joseph Murrayが、以下の主な特徴についてコーディングした。完全なコーデ

ィングシートを一部、補遺Bに示す。 
 
y 書誌情報（タイトル、著者、出版年など） 
y 標本の特徴（年齢、性別、民族、回答率など） 
y 親の刑務所収容に関する測定の詳細 
y サブサンプルの詳細と、研究で行われた比較の組み合わせ 
y エフェクトサイズを得るために使用された比較群の詳細 
y 測定されたアウトカムのタイプと、測定の詳細 
y 因果的効果を推定するため、交絡変数を統制した方法 
y リスク要因と因果的リスク要因について結論を得るにあたっての、研究の方法論の質（下記の「方

法論の質の査定」のセクションを見よ）。 
y エフェクトサイズを得るために用いられた統計的情報 

 

エフェクトサイズを算出するのに必要な統計的情報が欠損している場合には、必要な情報を得るために、

一次研究の著者に連絡を取った。その他の情報（例えば、親の刑務所収容の測定に関する詳細）が入手

できない場合には、これらの変数は欠損値としてコードした。 
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2.6 方法論の質の査定 

 
キャンベル共同計画レビューの重要な特徴は、エビデンスの質を注意深く検討することである。本レビ

ューは、親の刑務所収容が、子どもの望ましくないアウトカムのリスク要因であるか、そして、因果的

リスク要因であるかどうかに関するエビデンスを統合することを目標にする。私たちは、8項目の基準を

用いて、リスク要因と因果的リスク要因に関する結論を得るにあたっての方法論の質を査定する。これ

らの基準は、系統的なレビューにおいて、リスク要因と因果的リスク要因を評価するために作られた一

連のチェックリストから採ったものである（Murray, Farrington, & Eisner, 2009を見よ）。Joseph Murray
は、本レビューに含めた研究を、これらの8つの基準を用いてコーディングした。コーディングは単独で

行ったので、コード化された得点の信頼性に関するデータは入手できない。 
 
親の刑務所収容がリスク要因であるかどうかを評価する基準 
 
序論で定義したように、リスク要因は、母集団におけるアウトカムに関連し、かつ、先行する、一変数

である。親の刑務所収容が、リスク要因であるかどうかを評価するためには、研究が、代表性のある標

本抽出法を用いて、十分な数の研究対象者を含み、親の刑務所収容と子どものアウトカムに関するよい

尺度を用い、親の刑務所収容がアウトカムに先行することを確立することが必要である（Kraemer et al., 
2005; Murray et al., 2009）。親の刑務所収容がリスク要因であるかどうかに関する結論を得るにあたっ

ての、研究の質を評価するために、私たちは、以下の、6つの基準を使用する。それぞれの基準ごとに、

研究は「1」（研究の特徴が存在する場合）ないし「0」（その特徴がない場合、あるいは、不確定であ

る場合）とコードされる。得点「1」は質の高さを示し、得点「0」は質の低さを表す。（情報不足のた

め）研究の特徴が存在するかどうかを確認できない場合には、その項目については、研究に関するプラ

スの情報があるという確かな結論を得られないので、得点は「0」となる。 
 

1. 適切な標本抽出法 

 

1   母集団の全体の標本抽出 あるいは 無作為標本抽出 

 

0  恣意的な標本抽出 あるいは ケース・コントロール・サンプリング 

 

結果を研究の母集団に一般化可能とするためには、代表性のある標本が必要である。一般化可能性につ

いては、二つの問題を区別する必要がある。一番目の問題は、研究の母集団（そこから、研究の標本を

抽出）が、本レビューが関心を持っている、より広範な母集団の一部であるかという問題である。この

問題は、研究の質の問題ではなく、適格な研究であるかという問題である。研究の母集団が、関心の対

象である、より広範な母集団の一部でない（たとえば、その研究が、戦争犯罪による受刑者の子どもを

用いている場合）のなら、その研究が本レビューに含まれることはない。 
 
二番目の問題は、研究の質に関するもので、その研究の標本抽出法が、母集団の代表的な標本をうみだ

すかどうかである。いくつかの標本抽出法は、それ以外の標本抽出法よりも、母集団のより代表的な標

本をうみだす傾向があり、リスク要因についてより確信的な結論を得るのに用いることができる。母集

団全体が研究に含まれるなら、知見は、あきらかに、母集団を代表するものになるだろう。研究の母集

団のすべてのメンバーが標本に選ばれる確率を等しくもつ、無作為標本抽出は、代表性のある結果を得
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るためのもっともよい代替的な方法である（Kraemer et al. 2005: 77）。層化無作為標本抽出（既知の確

率に基づいて、特定の集団をより多く抽出し、分析において重みづけする）もまた、一般化可能な結果

を与える。 

しかしながら、恣意的な（無作為でない）標本が用いられた場合、知見を、確信をもって一般化しうる

ことはまずありえない。たとえば、受刑者の家族の自発的標本を、新聞広告を通じて募集した研究は、

親の刑務所収容がリスク要因であるかどうかに関する結論に得るにあたっては信頼することができない。

なぜなら、新聞の購読者であることと、新聞広告への反応意思には、ランダムではないばらつきがある

からである。回顧的なケース・コントロール研究では、アウトカムを有する子ども（ケース）とアウト

カムを有しない子ども（コントロール）を別々に抽出するが、このタイプの研究は、元々の母集団（リ

スク要因に曝された者とそうでない者）における関連についての推論を行うためには信頼できない。そ

の理由は、リスク曝露の時期と抽出の時期では、母集団の構成が変化してしまうことと、また、この点

以外にも標本抽出による人為的な作用が生じてしまうことである（Kraemer et al. 2005: 85; Shadish et al. 
2002）。 

2. 一定の回答率 

 

1 回答率・保持率 ≥ 70% 及び 標本間での損耗率の差 ≤ 10% 

 

0   回答率 < 70% あるいは 保持率 < 70% あるいは 標本間での損耗率の差 > 10% 

 

低い回答率は結果にバイアスを与え、知見の一般化可能性を減少させうる。よって、リスク要因に関す

る確たる結論を得るためには、一定の回答率が必要である。（対象としているベースラインの標本を100％
とする）回答率は、リスク要因とアウトカムの尺度のいずれについても、高くなければならない。縦断

研究においては、保持率も高くなければならず、グループ間にも、それほど大きな損耗の差があっては

ならない。実験研究におけるように、受刑者の子どもと比較群の子どもの間の、損耗率の差は、親の刑

務所収容とアウトカムの間の、関係の推定値にバイアスをもたらしうる。不回答率の異なる水準が研究

のバイアスにどのような影響をもたらすかに関するエビデンスが欠けているので、ここで示した足切り

の値は極めて恣意的である。誤差は増すが、より多くの研究を包含する（回答率の基準を、75%でなく70%
に設定する）方向に足切り値を選択することで、この点について、他の研究よりは質が高い研究を少な

くともいくつかは含むようにした（Murray et al., 2009）。 
 

3. 十分な標本の大きさ 

  

1 標本の大きさ≥ 400 

 

0 標本の大きさ< 400 

 

標本は大きいほど、より精確な関連度の推定値を与え、リスク要因に関するより確かな結論を可能とす

る。小さい標本の研究が、ときどき、関連度を探知できないのは、十分な統計的検出力を持っていない

からである。結果が標本の大きさに応じて重みづけされているメタアナリシスにおいては、そのような

ことはあまり問題にならないが、ランダム効果分析は、ときに、大きい標本の研究にも小さい標本の研

究にもほぼ等しい重みを与えることがある。よって、メタアナリシスにおいても、研究が十分なサイズ
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の標本を用いているかどうかを検討することは重要である。明らかに、（ほかの条件を同じとすれば）

1,000人の参加者の標本に基づく結論は、100人の参加者の標本に基づく結論よりも、もっと確信のある

ものとなる。私たちは、標本は、小さなエフェクトサイズ（d = 0.2）を発見できる程度には、大きくな

ければならないと考える。2×2表において、この程度の小さなエフェクトサイズを、（両側検定で、p = .05
を有意かどうかの基準とする場合）発見するには約400人の参加者が必要である。従って、私たちは、十

分な標本の大きさを、400人以上の参加者として定義する。ただし、ここで重要なのは、ターゲットとさ

れた標本の大きさではなく、（分析で用いられる）実際に得られた標本の大きさである。低い回答率と

高い損耗率のため、実際に得られた標本が、研究の対象としてターゲットとされる標本よりも非常に小

さい場合もある。 
 

4. 親の刑務所収容のよい尺度 

 

1 受刑者の子どもであるかどうかを、親を刑務所で標本抽出する あるいは 親が刑務所にはいったか

どうかを公的な犯罪記録を用いて決定する あるいは 親自身に刑務所に入ったことがあるかどう

かを尋ねることで確認している 

 

0 刑務所にはいったことがある親以外の人が、親の刑務所収容について報告しており、その尺度の妥当

性が確認されていない 

 

不十分な測定は、結果に大きな影響を与える可能性がある。親の刑務所収容がリスク要因であるかどう

かに関する確かな結論を得るために、研究は、親の刑務所収容（と子どものアウトカム）について、信

頼性と妥当性がある尺度を使用する必要がある。信頼性とは、測定の一貫性を意味する。妥当性とは、

そのテスト尺度が、本来、測定すべきものをどれだけきちんと測っているかを意味する。 
 
親の刑務所収容のもつスティグマのため、親の刑務所収容については、他者（他の家族メンバーさえ含

む）による、著しい過小報告があるのではないかと懸念される。平均すると、男性は、自分のパートナ

ーよりも、自らの反社会的行為を多く自己申告し（Caspi et al., 2001）、これは、男性の刑務所収容につ

いても同様であるように思われる（Bendheim-Thoman Center for Research on Child Wellbeing, 2002）。
従って、親自身が刑務所収容に関する情報を提供している場合、あるいは、公的なもしくは刑務所の記

録が親の刑務所収容を確定するのに用いられている場合にのみ、親の刑務所収容のよい尺度を有してい

る研究としてコーディングした。 
 

5. 子どものアウトカムのよい尺度 

 

1 信頼性係数≥ .75 及び 十分な表面的妥当性 あるいは 基準関連妥当性係数ないし収束的妥当性係

数≥.3 あるいは 相関している変数を確認するための一つ以上の尺度ないし他の情報源の利用 ある

いは アウトカム測定に、子どもの逮捕、有罪宣告、または刑務所収容を用いていること 

 

0 上記以外 

 

以上で定義されるように、信頼性は、測定の一貫性を意味する。妥当性は、そのテストが、本来、測定

すべきものをどれだけきちんと測っているかを意味する。信頼性は、同じ尺度の異なる項目の点数（内

的一貫性）、繰り返し測定のテスト得点（再テスト信頼性）、異なる観察者によるテスト得点（評価者

間信頼性）によって吟味できる。信頼性は、目安として少なくとも.75に達すべきである（Fleiss, 1981）。 
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妥当性は、同じ構成概念の異なる尺度と、テスト得点が相関しているかどうか（基準関連妥当性）、相

関しているはずの他の変数と、テスト得点が相関しているかどうか（収束的妥当性）によって評価でき

る。目安としては、妥当性係数は、少なくとも0.3は必要である。ときに、研究者は、尺度が、よい「表

面的妥当性」（内容妥当性とも呼ばれる）を有していると報告する。表面的妥当性とは、尺度項目が、

本来測定すべき内容を測定しているように思われる（たとえば、窃盗行動に関する質問は、犯罪を測定

するにあたって、「表面的妥当性」がある）ことを意味する。表面的妥当性は、基準関連妥当性や収束

的妥当性よりも、妥当性の弱いテストであるので、表面的妥当性は、少なくとも、高い信頼性と組み合

わされなければならない。 
 
測定の質を高めるために、複数の測定手段を用いることができる。複数の尺度と複数の調査対象者を用

いることで、研究者は、理論的構成概念に関わる情報と、測定方法に起因するバイアスを区別すること

ができる。複数の尺度と複数の調査対象者が用いられ、得点が合算されるとき、結果に対する信頼度は、

一般的に増加する。よって、信頼性と妥当性をもつ尺度と複数の測定手段を用いることによって、リス

ク要因についての、より確かな結論を導きだすことができる。 
 

6. 親の刑務所収容の、アウトカムに対する、時間的先行 

 

1 親の刑務所収容が、縦断的な前方研究において子どものアウトカムより先に測定されていること

あるいは 親の刑務所収容が、子どものアウトカムが測定されるより前に記録された公的な記録

を用いて回顧的に測定されていること あるいは 子どものアウトカムが、親が受刑中に測定さ

れていること あるいは 子どものアウトカムが、親の刑務所収容より前の期間を参照していな

いこと 

 

2 研究が、親の刑務所収容と子どものアウトカムについて回顧的な自己申告を用いていること あ

るいは アウトカムの尺度が、親の刑務所収容が初めて生じた時点より前の期間を参照している

こと、例えば、子どものアウトカムの測定は親の刑務所収容３カ月後に行われているが、その尺

度はそれ以前６ヶ月間を参照している場合、つまり、親の刑務所収容よりも３か月前に起きてい

たかもしれない行動を意味している場合 

 

両親の刑務所収容が因果的リスク要因であるかどうかを評価する基準 
 
因果的リスク要因は、アウトカムのリスクの増加を引き起こすリスク要因である。研究が因果性を適切

にテストしているかどうかを査定するため、2項目の品質基準を用いた。因果に関する結論を得るための

もっともすぐれた研究のタイプは、ランダム化実験である。しかしながら、このレビューに含まれたす

べての研究は、ランダムではない観察研究であり、それらは、ランダム化実験よりも、一般的に内的妥

当性が低い。ランダムではない観察研究において、因果的効果を調べるにあたっては、非常に重要なデ

ザインの問題が二点ある。アウトカムにおける個人内変化の分析および外生の交絡変数の統制である

（Murray et al., 2009）。 
 

7. 個人内変化の分析 
 
1 研究が、親の刑務所収容前から収容後に至る、子どものアウトカムにおける、個人内変化を検討して

いること。たとえば、変化得点の利用、刑務所収容前の子どものアウトカム得点を統制したうえでの回
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帰分析、刑務所収容前の子どものアウトカムの得点に基づくマッチング 

 

0 研究が、親の刑務所収容の前後の、子どものアウトカムの個人内変化を検討していないこと 
 

研究は、親の刑務所収容の前後で、子どものアウトカムが変化するかどうかを知るために、子どものア

ウトカムにおける個人内変化を調べる必要がある。 
 
社会科学における通常の手法は、アウトカムの個人間差を検討すること（Farrington, 1988; Labouvie, 
1986, p.145; Rutter, 1981, p.525）を目的とするが、原因という概念は、個人という単位内における変化

という概念を含むため、個人内変化の分析に基づく因果結論のほうが、はるかに説得的である 
（Farrington, 1988, p. 158）。親の刑務所収容の前後におけるアウトカムの変化について分析することに

よって、基本的には、個人は、統制されない場合に研究結果にバイアスをもたらしうる、多くの個人要

因を、一定に保つことにより、自分自身のコントロールとしての役割を果たす（Farrington, 1988; 
McCartney, Bub, & Burchinal, 2006; Winship & Morgan, 1999）。よって、親の刑務所収容の前後で、子

どものアウトカムの個人内変化を吟味しているかどうかについて、研究をコードした。 
 

８. 交絡変数の統制 
 
1 適切な統制： その研究が、親の刑務所収容の前に生じた重要な共変量を少なくとも三つ統制してい

る。 
 
0 不適切な統制： その研究が、親の刑務所収容の前に生じた重要な共変量を少なくとも三つ統制して

いない、あるいは、統制変数のうちのいくつかが、親の刑務所収容後に測定されている。 
 
因果的リスク要因を探求する際の根本的な問題は、交絡変数を統制することであ（Farrington, 1988; 
Rutter, 1981, 1988, 2003）。親の刑務所収容のようなできごとは、母集団において、ランダムに分布し

ていないため、交絡が起きる。親の刑務所収容は、好ましくない子どものアウトカムに寄与する、多く

の、その他のリスク要因と関連している。例えば、親の刑務所収容は、不十分な教育達成、低IQ、親の

反社会的／犯罪行動、親の弱い監督、婚姻関係の不良、家族の人数の多さ、家族の社会的経済的地位の

低さ、世帯収入の低さと関連しており、これらはすべて、子どもの非行を予測している(Farrington, 2003)。
従って、たとえ、親の刑務所収容に曝されたのち、非行が増加したとしても、交絡変数がこの関係を説

明するかもしれない。 
 
リスク危険研究においては、年齢、人種、性別、社会階級などの想定される交絡変数が、しばしば統制

されているが、因果的効果を推定するためには、他の共変量も統制されなければならない。この統制は、

さまざまな研究デザインと統計的調整手法を用いることによって可能である（Academy of Medical 
Sciences, 2007; McCartney et al., 2006; Murray et al., 2009; Winship & Morgan, 1999）。私たちは、当

該研究が、「適切な統制」か「不適切な統制」かを評価するために、重要な共変量のリストを用いる（図

5を見よ）。このリストには、先行研究において、親の刑務所収容に相関していることが見いだされてい

る変数（レビューについては、Murray & Farrington, 2008aを見よ）及び、子どもの反社会的行動とメン

タルヘルスの問題を予測する、良く知られた変数が挙げられている。 
 
私たちは、このリスト中の重要な共変量を少なくとも三つを統制しており、かつ、これらの共変量のす

べてが親の刑務所収容の前に生じている場合には、研究を「適切な統制」とコードした。その他の研究



訳 津 富  宏（静岡県立大学） 

平成 24 年 4月 4日 

は「不適切な統制」とコードした。共変量が親の刑務所収容の後で測定されている場合には、そのよう

な共変量は、交絡変数ではなくて、媒介変数（すなわち、親の刑務所収容と子どものアウトカムの間の

因果連鎖のリンク）を表しているので、その研究は「不適切な統制」とコードした。 
 
媒介変数の統制は、親の刑務所収容の子どもに対する、全体効果の推定にバイアスをもたらすかもしれ

ない。例えば、親の刑務所収容が世帯収入を減らすことによって子どもに影響を与えている場合、世帯

収入は媒介変数である。世帯収入を、親の刑務所収容の後に測定して、分析において統制するなら、親

の刑務所収容が子どもにもたらす全体効果を過少推定する可能性がある。 

 
理想的にいえば、研究は、三つ以上の重要な共変量を統制する必要がある。しかしながら、既存のレビ

ューを見ると、このテーマに関する研究は、一般的には、非常に少ない統制変数しかもっていないとい

う印象がある。従って、「適切な統制」の基準として、統制されている共変量の個数について、少数（す

なわち、三つ）を選び、よりよく統制された研究と、そうでない研究を区別しようと考えた。 
 
図5. 重要な共変量の一覧（親の刑務所収容の前に測定されていなければならない） 

・子どもの共変量 
衝動性、注意欠陥、IQ、学校達成 

・親の共変量 
親の反社会的／犯罪行動、親の年齢、親の教育、親のメンタルヘルス、親の薬物乱用 

・子育ての共変量 
 親の監督の低さ、親のしつけの厳しさ、子どもの虐待、ネグレクト、親と子どもの葛藤、両親間の葛

藤 
・家族の共変量 
家族の人数、社会的経済的地位、世帯収入 

・より広範な環境の共変量 
同輩の非行、近隣の荒廃、近隣の剥奪、近隣の犯罪、学校での犯罪 

 
親の刑務所収容が子どもに与える影響を推定する際、親の犯罪性を統制することは特に重要であり、私

たちは、研究がそれを行なっているかどうかに、格別の注意を払った。親の犯罪性は、例えば、受刑者

の子どもとその他の種類の刑事司法判決（たとえば、社会奉仕活動命令）を受けた親の子どもを比較す

ることや、両親の犯罪性の尺度（例えば、親がこれまで逮捕された回数）を統計的に統制することによ

って、統制することができる。しかし、このような統制を行なっても、その研究は、親の刑務所収容の

子どもに対する効果を過大推定しているかもしれない。なぜなら、刑務所に収容された親は、その他の

種類の刑事制裁を受けた親よりも、より重大な犯罪歴を持っている可能性が高いからである。 
 
たとえ重要な共変量を統制したり、親の刑務所収容の前後の子どものアウトカムの個人内変化を調べた

りしたとしても、このレビューに含まれるような観察研究から、完全に説得的で妥当性のある因果結論

は得られないことは、明らかである。刑務所収容された親の子どもと、比較対照の子どものあいだの、

あらゆる観察された差が、測定されていない交絡変数によって説明されうる可能性がある。しかし、重

要な交絡変数を統制し、親の刑務所収容の前後のアウトカムの変化を分析する観察研究は、ありうる因

果的効果を検討する上での、なんらかのエビデンスを提供する。観察に基づくエビデンスに基づく限り、

因果的効果に関する結論は暫定的なものとならざるを得ないが、最良の入手しうる、エビデンスを抽出

し要約することは重要である。 
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2.7 このレビューで用いられるエフェクトサイズ 
 
Joseph Murrayが、エフェクトサイズを、Microsoft Excel（2007）で計算し、分析のためComprehensive 
Meta-Analysis（Version 2.2.046）にコピーした。データ入力と計算はダブルチェックした。 
 
オッズ比 
 
オッズ比を、親の刑務所収容と子どものアウトカムの関連を測定するための、共通のエフェクトサイズ

として用いる。オッズ比は、以下の理由で選んだ。第一に、多くの一次研究が、オッズ比を用いて結果

を報告している。第二に、多くの親の刑務所収容と子どもアウトカムの尺度の多くは、二値（例えば、

収容されるか否か、有罪宣告を受けるか否か）である、第三に、オッズ比はメタアナリシスにおけるエ

フェクトサイズとして容易に用いることができる。第四に、オッズ比は容易に解釈できる。 
 
オッズ比とは、親の刑務所収容とアウトカムの関連を示すオッズの増加（ないし減少）を示している。

アウトカムのオッズとは、アウトカムを有する子どもの人数を、アウトカムを有しない子どもの人数で

割ったものである。例えば、受刑者の子ども60人の標本において、20人の子どもが逮捕され、40人が逮

捕されなかった場合、刑務所収容者の子どもにおける逮捕のオッズは20/40 = 0.5となる。比較群の60人
の子どものうち、10人の子どもが逮捕され、50人が逮捕されなかったら、比較群の子どものオッズは10/50 
= 0.2となる。オッズ比とは、受刑者の子どものアウトカムのオッズが、比較群の子どものアウトカムの

オッズと比べて、何倍大きい（あるいは、小さい）かである。だから、この例のオッズ比は0.5/0.2 = 2.5、
すなわち、受刑者の子どもは、比較群の子どもより、逮捕されるオッズが2.5倍大きい。 
 
この報告書では、私たちは、オッズ比が1より大きければ、受刑者の子どものアウトカムの確率のほうが

大きいことを意味し、1より小さければ、受刑者の子どものアウトカムの確率のほうが小さいことを意味

するように結果を表現する。オッズ比が1の場合は、親の刑務所収容と子どものアウトカムの間の関連が、

ゼロであることを意味している。このレビューでは、子どもの、好ましくないアウトカム（反社会的行

動とメンタルヘルスの問題）を報告するので、1より大きいオッズ比は、親の刑務所収容の子どもに対す

る「有害」な効果を示すものと考え、1より小さいオッズ比は「有益」な効果を示すものと考える。 

 
オッズ比の信頼区間は、（A）アウトカムをもつ、受刑者の子どもの人数、（B）アウトカムをもたない、

受刑者の子どもの人数、（C）アウトカムを持つ、比較群の子どもの人数、（D）アウトカムをもたない、

比較群の子どもの人数によって計算される。 
 
オッズ比の信頼区間は、下記のように、計算される。 

オッズ比= OR = (A/B)/(C/D) 
ORの自然対数= LOR = LN (OR) 
LORの分散= VLOR = (1/A) + (1/B) + (1/C) + (1/D) 
LORの標準誤差= SELOR = VLORの平方根 
LORの信頼区間= LOR +/- 1.96*SELOR 
ORの信頼区間= LORの信頼区間の指数 

 

標準化された平均差 

 
いくつかの研究から抽出したもう一つのエフェクトサイズは、標準化された平均差（d）で、このレビュ
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ーでは、これをオッズ比に変換する。研究が、受刑者の子どもと比較群の子どもの平均と標準偏差を報

告している場合、dを、以下のように計算した（Lipsey & Wilson, 2001, pp. 173, 198）。 
 

d = (MP-MC)/SDP、ただし 
MP =受刑者の子どものアウトカムの平均 
MC =比較群の子どものアウトカムの平均 
SDP =プールされた標準偏差= プールされた分散（VP）の平方根 
プールされた分散（VP）は以下のように計算する。 
VP = [(NX – 1)* VX + (NX – 1) * VY] / (NX + NY -2)、ただし 
NX =受刑者の子どもの人数 
VX =受刑者の子どもの得点の分散=受刑者の子どもの得点の標準偏差の平方 
NY =比較群の子どもの人数 
VY =比較群の子どもの得点の分散=比較群の子どもの得点の標準偏差の平方 
dから、オッズ比は以下のように推定される（Lipsey & Wilson, 2001, pp. 198）。 
OR = EXP [π * d/ SQRT(3)] 
あるいは、もっと簡単には 
LOR = 1.8138 * d 

 
dに基づくオッズ比は、いかなるオッズ比同様、親の刑務所収容に関連するオッズの増加（減少）として、

解釈できる。しかし、dを計算するのに用いられる、潜在的な連続変数を、二値変数として解釈する必要

がある。例えば、Stroble（1997）は、受刑者の子どもと、受刑していない親の子どもの、うつ得点の平

均を比較した。平均と標準偏差から、d = 0.3と計算し、それを、OR = 1.8に変換した。このことは、親

の刑務所収容は、刑務所収容がない場合と比較して、1.8倍高い、うつ得点のオッズと関連していること

を示している。 

 
dの信頼区間は、以下のように計算される（Lipsey & Wilson, 2001, p. 72）。 
dの信頼区間= CId = d +/- 1.96*SEd 
SEd =dの標準誤差= Vdの平方根、ただし、 
Vd = dの分散 = (NX + NY)/(NX*NY) + d2/(2*(NX+NY)), 
NX =受刑者の子どもの人数   
NY =比較群の子どもの人数.  
オッズ比の信頼区間は、以下のように計算される。  
下側信頼限界（OR）= EXP [π * LLd / SQRT(3)]  
上側信頼限界（OR）= EXP [π * ULd / SQRT(3)], ただし 
LLd = dの下側信頼限界 
ULd =dの上側信頼限界  

 
共変量で調整した、エフェクトサイズ  

 
親の刑務所収容が子どもに及ぼす、因果的効果を推定するため、研究は、いくつかの異なる方法で交絡

変数を統制している。ある研究は、受刑者の子どもと比較群の子どもを、交絡変数（例えば、親の有罪

宣告）について、マッチングしている。また、ある研究は、小さい時期に親が刑務所に収容された子ど

もと、生まれる前にのみ親が刑務所に収容された子どもとを比較している。この比較は、両群について、

似通った交絡変数をすべて統制している。ほかの研究は、例えば、ロジスティック回帰分析のように、



訳 津 富  宏（静岡県立大学） 

平成 24 年 4月 4日 

統計的に交絡変数を統制している。本レビューでは、これらの研究から得られた結果は、「共変量調整

済」のオッズ比として表されている。 
 
共変量調整済オッズ比は、比較群の子どもと比べ、受刑者の子どものアウトカムのオッズが、何倍大き

い（か、小さい）かを表している。たとえば、受刑者の子どもと、それ以外の刑事司法判決を受けた親

の子どもを比較することで、「共変量調整済」オッズは、親の有罪宣告（及び、両群において似通って

いる、その他のあらゆる特徴）を考慮したうえで、親の受刑に関連しているアウトカムのオッズの違い

を表している。 
 
共変量調整済のオッズ比は、（その他のオッズ比の計算と同様）処遇群と比較群をマッチした2×2表か

ら直接に計算することも、ロジスティック回帰分析の結果から直接抽出することも、共変量がdを計算す

る際に考慮されていればdのような種類のエフェクトサイズから変換することもできる。 
 
2.8 知見の独立性を決定する基準 

研究統合において対応しなければならない問題は、結果の統計的独立性の前提である。研究は、しばし

ば、同一のアウトカムについて複数の尺度を報告したり、あるいは、単一の標本について複数の比較を

報告したり、同一の研究について、異なる著者が複数の知見を報告したりする。ひとつのメタアナリシ

スにおいて、同一の標本から、複数の結果を用いることは、誤差分散を過少推定させ、有意検定を敏感

にしすぎる。それぞれのメタアナリシスのための独立な知見を定めるため、私たちは、まず、以下のよ

うに、独立した標本を識別する。 
 

1 反社会的行動とメンタルヘルスについて、別個に、メタアナリシスを行い、ニ変量のエフェク

トサイズと共変量調整済のエフェクトサイズについても、別個に、メタアナリシスを行った。

よって、一つの研究から、これらの四つのカテゴリーのうち一つにおいて、複数の結果が報告

されている場合には、さらに、結果の独立性を決定する必要がある。 
2 男子と女子の独立標本は、別々にコードし、分析単位として用いた（たとえ、男子と女子を合

わせた結果が報告されている場合にも、別々にコーディングした）。よって、一つの研究が、

特定のアウトカムにつき、男子ないし女子について、複数のアウトカムを報告している場合に

は、結果の独立性を決定する必要がある。同一の研究において、男子と女子から得られるエフ

ェクトサイズの間に、一定の従属性はありうるが、このレビューにおいては、それらが独立だ

という前提を置く。 
3 同一の研究において、受刑者の子どもたちの複数の標本を、ただ一つの比較群と比較する場合

には、結果を平均し、この平均したエフェクトサイズを分析に使った。2 例えば、研究が、児

童期の早期に親の刑務所収容を経験した子どもの群と、児童期の後期に親の刑務所収容を経験

した子どもの群を含んでおり、この群をそれぞれ、単一の比較群と比較している場合には、こ

の二つの比較から得られる、オッズ比の平均（及び、分散の平均）を用いた。 
4 受刑者の子どもの一群を、複数の比較群と比較している研究もある。そのような場合、分析の

ために、複数の比較群から一つの比較群を選ぶか、複数の比較群を一つの比較群に統合するか

した。ニ変量のエフェクトサイズの分析をする際には、私たちは、親が刑務所に収容されてい

ない、子どもの一般集団に最もよく似た比較群を一つ（複数の群を統合してつくった、あるい

                                                        
2 これらの研究においては、エフェクトサイズを計算する前に、受刑者の子どものグループを統合する

ことはできなかった。   
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は）選んだ。共変量調整済エフェクトサイズの分析をする際には、受刑前の変数に関し、受刑

者の子どもともっともよく似た、一群を選ぶか、複数の比較群を統合するかして、一つの比較

群をつくった。 
 
ときには、単一の標本につき、同一のアウトカムについて複数の尺度が報告されていることがある。こ

のような状況では、調節変数の効果の分析において比較ができるよう、子ども（0歳から17歳）のアウト

カムと成人（18歳以上）のアウトカムについて、それぞれ一つのエフェクトサイズを選んだ。それ以外

の分析においては、これら二つのアウトカムの平均を用いた。子どもと成人のアウトカムそれぞれにつ

いて、下記の手順どおりに行い、単一のエフェクトサイズを確定した。  
 

5 アウトカムが、（児童期ないし成人期における）複数の時点で測定されている場合には、当初

の測定以降の脱落が10%を超えない限り、親の刑務所収容後の最長期間の測定を分析対象に選

んだ、例えば、後の時点の測定が、前の時点の測定以降、10％以上の脱落をしていない限り、

20歳から30歳の間での有罪宣告という尺度ではなく、30歳から40歳の間での有罪宣告という

尺度を選んだ。 
6 複数の、共変量調整済エフェクトサイズがある場合には、刑務所収容前の共変量を最大限統制

したエフェクトサイズを分析に選んだ。例えば、あるエフェクトサイズが、世帯収入を統制し

て、親の刑務所収容の影響を推定し、もう一つのエフェクトサイズが、世帯収入と親の犯罪性

を統制して、その影響を評価している場合、後者のエフェクトサイズを採用した。 
7 信頼性ないし妥当性が高いアウトカム尺度を、信頼性ないし妥当性の低い尺度より優先して選

んだ。 
8 子ども自身の報告に基づく子どものアウトカムの尺度を、子ども以外の人の報告（例えば、養

育者や教師の報告）の報告に基づくエフェクトサイズよりも、優先的に採用した。 
9 メンタルヘルスのアウトカムについては、一般的な内在化問題の尺度を、うつや不安などの特

定の尺度よりも、優先して選んだ。一般的な内在化問題についての結果が報告されておらず、

複数の特定の内在化問題（例えば、うつと不安の両方）が報告されている場合には、それらの

アウトカムを一つのエフェクトサイズに統合した。 
10 反社会的行動については、犯罪行動の尺度を、法律を違反しているとは限らない行動の尺度

よりも、優先して選らんだ。一般的な反社会的行動の尺度ではなく、公的な非行に近い尺度（た

とえば、Child Behavior Checklistにおける「非行」下位尺度）を選んだ。一般的な犯罪の尺度

（たとえば、あらゆる罪種の犯罪に対する有罪宣告）を、特定の種類の犯罪の尺度（たとえば、

暴力に対する有罪宣告）より、優先的に採用した。犯罪行動の自己申告尺度、有罪宣告の尺度、

ないし、刑務所収容の尺度を、逮捕の尺度より、優先的に採用した。 
11 子どものメンタルヘルスと反社会的行動について、複数の尺度がある場合、結果を合成して、

一つのエフェクトサイズとした。 
 

複数の比較群と、複数のアウトカム尺度に対処するための、これらの手続きを用いて、本レビューでは、

一つの標本は、それぞれのメタアナリシスにおいて、たった一度のみ、用いられた。 
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３ 16件の適格研究の概要 
 

本章では、本レビューが対象とする、16件の適格研究の主な特徴と結果を記述する。以下の表１に、研

究の出典を示す。これらの16件の研究のうち、9件は、明らかに、児童期（0歳から18歳の間）に、親が

刑務所に収容された効果について研究しており、7件は、子どもの出生の前か後に、親が刑務所に収容さ

れる効果について研究している。本レビューでは、これらの二つのタイプの研究を別個に記述する。と

いうのは、親の刑務所収容は、児童期に生じるほうが、出生前に生じるほうが、より大きな効果を持つ

という仮説に立っているからである。16件の研究の詳細な記述と、それらの研究から得られたエフェク

トサイズは、補遺Cに示す。 
 
表1  このレビューに用いた研究の出典 

本研究での呼

び名 
研究名 入手した文献 親の収容

の時期 
Huebner  National Longitudinal 

Survey of Youth  
Huebner & Gustafson（2007）  出生前／

児童期 
Johanson  - Johanson（1974）  出生前／

児童期 

Johnson  Panel Study of Income 
Dynamics  

Johnson（2009）  児童期 

Kandel  Danish Cohort Study  Kandel et al.（1988）  出生前／

児童期 

Kinner  Mater University Study of 
Pregnancy  

Kinner, Alati, Najman, & Williams 
（2007）（Bor, McGee, & Fagan, 
2004も見よ）  

出生前／

児童期 

Murray CSDD  Cambridge Study in 
Delinquent Development  

新たに計算（Murray, 2006; Murray 
& Farrington, 2005, 2008a, 2008b; 
Osborn & West, 1979も見よ）  

児童期  

Murray PM  Project Metropolitan  新たに計算（Murray et al., 2007も
見よ） 

児童期  

Pakiz  Simmons Longitudinal 
Study  

Pakiz et al.（1997） 出生前／

児童期 
Peniston  Children at Risk  Peniston（2006）  児童期  
Rakt  Criminal Careers and Life 

Course Study  
新 た に 計 算 （ Rakt, Murray, & 
Nieuwbeerta, in progressも見よ）  

児童期  

Roettger  National Longitudinal 
Study of Adolescent 
Health  

Roettger （ 2008 ） （ Roettger & 
Swisher, in progressも見よ）  

出生前／

児童期 

Stanton  - Stanton（1980）  児童期 

Stroble  - Stroble（1997）  出生前／

児童期 
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Wakefield  Project on Human 
Development in Chicago 
Neighborhoods  

Wakefield （2007） （Wakefield, in 
progressも見よ）  

児童期 

Wilbur  - Wilbur et al. （2007）  児童期 
Wildeman/ 
Geller  

Fragile Families and Child 
Well-being Study  

Wildeman （ 2008 ）  Geller, 
Garfinkel, Cooper, & Mincy （ in 
progress ） （ see also Garfinkel, 
Geller, & Cooper, in progress）  

児童期 

注 研究は、第一著者の姓で識別し、同じ著者が複数の研究を行っている場合には、研究テーマの略称

で識別する。研究名のない研究もある。 

3.1 児童期に、親が刑務所に収容された、9件の研究 

本レビューに適格な研究のうち、9件は、明らかに、児童期に生じた、親の刑務所収容を測定していた。

これらの研究のうち、1件だけ（Straton）だけが、当初から、親の刑務所収容の子どもに対する影響を研

究する目的でデザインされていた。残りの研究はすべて、別の目的で収集された縦断的なデータを再分

析したものである。研究の主な特徴を、表2に要約した（補遺Cも見よ）。エフェクトサイズは、親の刑

務所収容と子ども本人のアウトカムの間の、ニ変数連関として、あるいは、共変量調整済の関連として、

別個に示す。 
 
親の刑務所収容と子どものアウトカムとの二変数の関連を査定している、すべての研究において、受刑

者の子どものほうが、同輩に比べると、反社会的／犯罪行動およびメンタルヘルスの問題に関する、リ

スクが高い。親の刑務所収容の、子どもに対する因果的影響を調べるために、親を、刑務所収容か代替

（例えば、コミュニティ―）判決かに、ランダムに割り付けた研究はない。研究は、因果的効果を推定

するために、いくつかの違う方法を用いて、交絡変数を統制している。一部の研究は、受刑者の子ども

と、保護観察中の親の子どもと比べて、交絡変数の影響から、親の刑務所収容の影響を区別することを

試みている。また、一部の研究は、児童期に、親が刑務所に収容された子どもと、出生前に、親が収容

された子どもを比較している。このような比較のロジックは、もし、出生前に、親が収容された子ども

が、児童期に、親が収容された子どもと、同様の背景をもっているのなら、二つのグループの間の、ど

んな違いも、親の刑務所収容を「経験すること」が、子どもに与える効果を反映しているはずだという

ものである。 
 
多くの研究は、子どもに対する、親の刑務所収容の影響の効果を取り出すために、統計的に共変量を統

制している。研究は、様々な、異なる共変量を測定していた。残念ながら、多くの研究は、親の刑務所

収容の後で共変量を測定しており、そのため、共変量が媒介メカニズムとして機能している場合には、

親の刑務所収容の因果的効果は、過少推定される結果となる。 
 
交絡変数を制御したあとであっても、すべての研究は、親の刑務所収容が、好ましくない子どものアウ

トカムを予測する（つまり、オッズ比が1.0以上である）ことを見出した。ただし、統計的に有意な結果

はほとんど得られなかった。4件の研究（MurrayCSDD, MurrayPM, Rakt, Stanton）以外は、すべて子ど

もの親の犯罪性を統制していない。よって、このレビューにおける多くの研究は、親の刑務所収容の子

どもに対する効果を、系統的に過大推定している可能性がある。 
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私たちは、親の刑務所収容前の、子どもの行動の尺度を統制することで、親の刑務所収容の前後で子ど

もの問題行動が増えているかどうかを吟味するために、「個人内変化の分析」を用いている、2件の研究

（Wakefield, Wildeman）に特別な注意を向ける。Wakefieldによる研究は、親の刑務所収容の後に、子

どもの反社会的問題とメンタルヘルスの問題が、大きくかつ有意に増加することを示している。

Wildemanによる研究では、男子に対しては、親の刑務所収容は、若干の効果を示すが、女子にに対して

は実質上、効果はなかった。このように、違う結果が得られたことは、それぞれの研究で統制している、

共変量の違いや、子どもの年齢の違い（Wakefield の研究では、アウトカム測定の時点が9-18歳．

Wildemanの研究では、5歳）によって説明される可能性がある。2つの研究とも、共変量の測定が親の刑

務所収容前であるかどうかは明確でなく、子どもに対する親の刑務所収容の効果を過少推定している可

能性がある。ただし、親の犯罪性が統制されていないので、収容の効果を過大推定している可能性もあ

る。 
 
研究の母集団や、親の刑務所収容の性質、測定された子どものアウトカムに関し、著しい不均質性が存

在している。9件の研究は、四か国（アメリカ、イギリス、オランダ、スウェーデン）で実施されており、

親の受刑を、早期児童期に測定している研究もあれば、後期思春期に測定している研究もある。親の刑

務所収容とは、通常は、父親の収容を指すが、母親の刑務所収容を取り上げて研究している研究もたっ

た1件ある（Stanton）。2件の研究では（MurrayCSDD, Stanton）、親が刑務所に収容される前に、子ど

もは、親と恒久的な別離をしていないが、他の研究では、親が刑務所に収容される前に、子どもはすで

に親と暮らしていなかった可能性がある。このように条件が異なっているため、親の刑務所収容が子ど

もに与える効果が、非常に異なる可能性がある。 
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表2 児童期に親が刑務所に収容された、9件の研究  

 

研究 研究場所 標 本 の 大

きさ：受刑

者 の 子 ど

も の 数

（CP） 

比 較 群 の

子 ど も の

数（CC） 

子どもの性

別（研究開

始 時 の 年

齢） 

受 刑 し た 親

（受刑時点で

の子どもの年

齢） 

比較群の子ども 子どものア

ウトカム（ア

ウトカム時

点の年齢） 

二変量

オッズ

比 

共 変 量

調 整 済

オ ッ ズ

比 

統制された共変量 

Johnson 全国 – ア
メリカ 

CP + CC = 
3,540  

男子／女子

(3-17) 
母 親 ／ 父 親

(0-5, 6-11, 
1116)  

一般母集団 反社会的行

動(3-17)  
 

-- 3.1*  その他の年齢における親

の受刑、近隣の質、薬物

に対する近隣警察活動、

家族のアルコール問題、

宗教性、親の教育、母親

の婚姻状態、子どもの性

別・年齢・人種 
内 在 化 
(3-17) 

3.1 

Murray 
CSDD  

ロ ン ド ン 
– イ ギ リ

ス 

CP1/2= 23 
CC1 = 382
CC2 = 17 

男子 (8)  母 親 ／ 父 親

(0-10)  
CC1 一般母集団

（労働者階居住

地域） 

有 罪 宣 告 
(10-18) 
(19-50)  

5.3*  1.4  親の受刑回数、男子のIQ,
無謀さ、家族の人数  

CC2 出生前にお

ける親の受刑の

み 

神 経 症 (16) 
内在化 (48) 

2.7*  1.8  

Murray 
PM  

ス ト ッ ク

ホ ル ム - 
ス ウ ェ ー

デン 

CP1 = 221
CC1 = 
14,834 

男子／女子

(10)  
母 親 ／ 父 親

(0-6, 7-19)  
CC1

 一般母集

団 
 

有 罪 宣 告 
(19-30)  

2.4* 
男子 
2.8* 
女子 

1.6 
男子 
1.4 
女子  

親の有罪宣告の回数、家

族の社会階級 

CP2 = 283
CC2 = 245

CC2 出生前にお

ける親の受刑の

み 
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Peniston  テキサス 
コ ネ チ カ

ット 
テネシー 
ジ ョ ー ジ

ア 
ワ シ ン ト

ン 
- ア メ リ

カ 

CP = 27 
CC = 622 

男子／女子

(11-13)  
養育者（二年

間追跡）  
一般母集団（リ

スクに曝された

近隣地域） 

刑務所収容

（二年間追

跡） 

2.7*  - - 

Rakt  全国 – オ
ランダ 

CP = 
1,254  
CC = 569 

男子／女子

(18+)  
父 親  (0-12, 
12-18)  

出生前における

父親の受刑のみ 
有 罪 宣 告

(18-30)  
- 1.1  

男子  
1.6  
女子 

父親の犯罪回数、父親の

犯罪経歴のグループ、海

外生まれの父親、父親の

アルコール／薬物使用、

親との分離、家族の人数、

母親の10代の妊娠、子ど

もの年齢と性別 
Stanton  カ リ フ ォ

ルニア  - 
アメリカ  

CP = 22 
CC = 18  

男子／女子

(4-18)  
母親 (4-18)  母親が保護観察

中 
反社会的行

動(4-18)  
- 2.3  刑事司法機関と母親のか

かわり（比較群＝子ども

がいる、保護観察中の母

親）  
CP = 24 
CC = 17 

自尊感情の

低さ(4-18) 
5.1* 

Wakefield シカゴ  - 
アメリカ 

CP = 69 
CC = 
2,313  

男子／女子

(6-15)  
父親（3年間追

跡）  
一般母集団 反社会的行

動(9-18) 
内 在 化

(9-18)  

2.0* 
1.9* - 

1.9* 
2.4*  

過去の子どもの行動、主

たる養育者の雇用、家計

収入、親の離婚、主たる

養育者が母親、子どもの

年齢・性別・人種 
Wilbur ボストン -

アメリカ 
CP = 31 
CC = 71 

男子／女子

(0) 
父親 (6-11) 子宮で 50% が

コカインに曝露

（CPについても

あてはまる） 

反社会的行

動(6-11) 
- 2.3 

 
子宮におけるコカインへ

の曝露、子どもの年齢と

性別 
内在化(6-11) 1.1 
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Wildeman 20都市  –
アメリカ 

CP = 306 
CC = 
2,080 

男子／女子

(0) 
父親（30カ月

から60カ月）

一般母集団（未

婚の母親をオー

バーサンプリン

グ） 

反社会的行

動（60カ月）

2.2* 
男子 
1.7* 
女子 

1.4*  
男子 
0.9  
女子 

以前の子どもの行動、子

どもの人種、親の年齢、

教育、子どもの数、子宮

内でのニコチン曝露、出

生時体重、親のセルフコ

ントロール、父親と過ご

した日数、貧困、母親の

熟達、家庭内暴力、両親

の関係の質、社会的父親、

過去の関係、体罰、一貫

しない罰、低い集合的有

効感、近隣の社会的乱れ  
注： 年齢＝年単位。CP1/CC1 ＝二変量のエフェクトサイズを計算するのに用いる比較。CP2/CC2 ＝共変量調整済みエフェクトサイズを計算

するのに用いる比較。入手可能な場合には、結果を、男子と女子に分けて示す。アウトカムないし親の刑務所収容について、複数の尺度があ

る場合には、エフェクトサイズの平均を示す。*オッズ比の信頼区間に1を含まない。
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3.2 児童期と出生前に、親が刑務所に収容された、7件の研究 

7件の研究は、親の刑務所収容と、子どもの反社会的行動ないし子どものメンタルヘルスの問題との関連

を測定しているが、ただし、出生前に、親の刑務所に収容されていた可能性がある仕方で、親の刑務所

収容を測定している研究である。これらの研究は、表3に要約した（補遺Cも見よ）。児童期の、親の刑

務所収容は、出生前の、親の刑務所収容よりも、より大きな影響を与えるという仮説を立てる。つまり、

子どもの出生の前ないし後に生じた、親の刑務所収容の研究は、エフェクトサイズが相対的に小さいと

期待される。実際には、この7件の研究は、親の刑務所収容と子どもの反社会的行動が、非常に強く関連

していることを示した。メンタルヘルスのアウトカムについては、エフェクトサイズはより小さかった。

母親の刑務所収容に着目した研究はたった1件である（Huebner）。この研究では、子どもの出生前に、

母親の刑務所収容が生じている可能性はあるが、母親と子どもの特徴を統制したあとであっても、こど

もの成人後の有罪宣告に対して、有意な影響があった。Huebnerの研究以外に、例えば、刑務所に収容さ

れた親の子どもと、保護観察対象者の子どもを対比して、親の犯罪性を統制した研究はなかった。親の

刑務所収容の前後における、子どものアウトカムの変化を追究した研究はなかった（これらの研究では、

そもそも、親の刑務所収容が、子どもの出生前に起きているか出生後に起きているかわからないので、

変化の分析は不可能である）。つまり、これらの研究は、重要な共変量を統制しておらず、アウトカム

における個人内変化を分析していないので、子どもへの因果的効果を、系統的に過大推定している可能

性がある。数件の研究は、親の刑務所収容の後に共変量を測定しているので、共変量が、親の刑務所収

容と子どものアウトカムの間の媒介メカニズムとして機能している場合には、収容の影響を過少推定す

る可能性がある。研究によっては、子どものアウトカムの後に、親の刑務所収容が生じている可能性が

あり、これらの研究の結果を解釈するのは困難である。 
 
児童期に生じた、親の刑務所収容の研究とは異なり、これらの研究の大半は、男子しか含んでいないの

が特徴である。親の刑務所収容の、男子に対する効果と、女子に対する効果の間に、ありうる違いにつ

いては、次章の、メタアナリシスで追究する。  
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表3 出生の前ないし後に、親が刑務所に収容された、7件の研究  

 
研究 研究場所 標 本 の 大

きさ：受刑

者 の 子 ど

も の 数

（CP） 
比 較 群 の

子 ど も の

数（CC） 

子どもの性

別（研究開

始 時 の 年

齢） 

受 刑 し た 親

（受刑時点で

の子どもの年

齢） 

比較群の子ども 子 ど も の

ア ウ ト カ

ム（アウト

カ ム 時 点

の年齢） 

二変量オ

ッズ比 
共変量調

整済オッ

ズ比 

統制された共変量 

Huebner  全 国  - 
アメリカ 

CP = 31 
CC = 
1,666  

男子／女子

(0)  
母親（ 18-24
歳まで）  
 

一般母集団 有 罪 宣 告

（18-24歳
まで）  

3.1*  3.0*  子どもの年齢・性別・人

種・非行・教育、母親の

不在・非行・教育・妊娠

中の喫煙・年齢、親の監

督、家庭環境、同輩の圧

力  
Johanson 全国 – ス

ウ ェ ー デ

ン  

CP =  35 
CC = 189 
(CP = 4 
は母親)  

男 子

(19-23)  
父 親 ／ 母 親

（不明）  
一般母集団 （若

い受刑者をオー

バーサンプリン

グ）  

刑 務 所 収

容 (19-23) 
6.2*  - - 

Kandel  コ ペ ン ハ

ー ゲ ン - 
デ ン マ ー

ク 

CP = 92 
CC = 513 

男子 (0)  父親（不明） 一般母集団（そ

の他の犯罪歴を

持 つ 父 親 を 除

外）  

刑 務 所 収

容 （34-36
歳まで） 
 

8.5*  - - 

Kinner  ブ リ ス ベ

ーン -  オ
ー ス ト ラ

リア 

CP = 137 
CC = 
2,262  

男子／女子

(0)  
父親（14歳ま

で）  
一般母集団 反 社 会 的

行動(14)  
内 在 化

(14)  

1.7男子 
1.5女子 
1.2男子 
2.0*女子 

男子 
1.2女子 
1.1男子 
1.9女子 

母親の年齢と教育、家計

収入、母親の不安／う

つ、物質濫用、夫婦関係、

家庭内暴力、養育スタイ

ル 
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Pakiz  北 東 ア メ

リカ 
CP + CC = 
375  

男子 (5)  父 親 ／ 母 親

（ 18 歳 ま

で ） 

一般母集団  反 社 会 的

行動 (21) 
- 5.4*  児童期の子どもの行動

問題、家族の不利、学校

の成績、家族における身

体虐待、マリファナ使

用.  
Roettger  全国 – ア

メリカ  
CP = 784 
CC = 
5,344  

Bdannsi(12-
18)  

父親 （18-24
歳まで）  

一般母集団  犯 罪

（18-24歳
まで）  

1.8*  1.6*  人種、飲酒／薬物乱用、

家族構造、親の厳しさ、

父親の関与、身体虐待、

社会サービスケア、学校

への愛着、高校中退、雇

用、婚姻、同棲、貧困、

国勢調査区の人種・教育 
Stroble リ ッ チ モ

ン ド - ア

メリカ 

CP = 15 
CC = 30  

男子／女子

(14-18)  
父 親 ／ 母 親

（ 14-18歳ま

で）  

50%が単親の家

庭、50％が両親

揃った家庭 

う つ

(14-18)  
1.8  - - 

注：年齢＝年単位。入手可能な場合には、結果を、男子と女子に分けて示す。親の刑務所収容について、複数の尺度がある場合には、エフェ

クトサイズの平均を示す。*オッズ比の信頼区間に1を含まない。
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４ メタアナリシスから得られた知見 
 
本レビューに適格な研究の結果を統合するため、それらの研究の結果についてメタアナリシスを行った。

第一に、親の刑務所収容が、リスク要因であるかどうかを査定するため、二変量のエフェクトサイズを

統合した。第二に、親の刑務所収容が、因果的なリスクの要因である可能性を査定するために、共変量

調整済みエフェクトサイズを統合した。第三に、親の刑務所収容後の、子どものアウトカムのばらつき

を説明しうる、調節要因について追究した。第四に、研究の方法論的な特徴が、研究の知見と関連して

いるかどうかを検討した。第五に、本レビューにおける、公表バイアスの可能性を検討した。 
 
必要な結果を欠いているため、分析に含まれなかった研究も一部あった。例えば，研究によっては、反

社会的行動に関する結果は提供しているものの、メンタルヘルスの問題に関する結果は提供していない

ものがあり、それらの研究は、メンタルヘルスの問題に関する分析には含まれなかった。すなわち、異

なる分析においては、異なる数の研究を用いた。 
  
一つの研究が、男子の結果と女子の結果を別個に含んでいる場合には、分析に、（これらの独立標本を

基づいた）二つのエフェクトサイズを含めた。 
 
メタアナリシスは、Lipsey and Wilson（2001） が勧奨する、分散の逆数による重み付け手法を用いて行

い、コンピュータパッケージComprehensive Meta Analysis（Version 2.2.046）で計算した。  

4.1 二変量のエフェクトサイズの分析  

 
親の刑務所収容と反社会的行動 

 
図6は、13個の標本において、親の刑務所収容と子どもの反社会的アウトカムの、二変量関係を示してい

る（これらの結果は、10件の研究から得られたもので、そのうち、3件は、男子と女子について、別個に

データを示している）。13個すべてのエフェクトサイズが、親の刑務所収容と、子どもの反社会的アウ

トカムがより高い率であることが、関連していることを示していた（ただし、5％水準で有意であるのは、

10個のエフェクトサイズだけであった）。これらの、13個の標本から得られた結果を、固定効果モデル

とランダム効果モデルを用いて合算した。3 プールされたオッズ比は、固定効果分析では、2.3 （CI = 
2.0-2.6）、ランダム効果モデルでは、2.5 （CI = 1.9-3.3）であった。すなわち、親の刑務所収容と子ど

もの反社会アウトカムの、連関の平均は大きくかつ有意であった。これらのエフェクトサイズのばらつ

きを検討するため、個別のエフェクトサイズの平均値からの偏差の加重総平方である、Q統計値を計算し

た。Q統計値は有意で（Q = 35.04; df = 12; p < 0.001）、つまり、結果の不均質性は、サンプリング誤差

だけによっては説明できないということである。 
 
最大のエフェクトサイズは、（比較群から、逮捕はされたものの収容はされていない父親の子どもを除

くことによって）親の刑務所収容と子どもの非行の関連を過大推定していると思われる研究（Kandel）
から得られた。分析からこの結果を除外すると、以下の、固定効果分析では2.1（CI = 1.8-2.4）、ランダ

                                                        
3  固定効果モデルとランダム効果モデルには、それぞれ利点も欠点もある。固定効果モデルの主たる欠

点は、研究結果に有意な不均質性があるときに、データに当てはまらない可能性があることである。ラ

ンダム効果モデルの主たる欠点は、より大きな研究により大きな重みを与えるのではなく、（Q 統計量

次第で）それぞれの研究にほぼ同等の重みを与えてしまうことがあることである。 
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ム効果分析では2.1（CI = 1.8-2.4）という、プールされたオッズ比が得られた。  
 

図6 反社会的行動： 二変数の関連 

  
 
親の刑務所収容と不良なメンタルヘルス 

 
図7に、（4件の研究から得られた）5つの標本における、両親の刑務所収容と子どものメンタルヘルスに

関するアウトカムの、二変数の関連性を示す。5つのエフェクトサイズはすべて、親の刑務所収容と不良

なメンタルヘルスの間に関連があることを示している（ただし、5％水準で有意であるのは、3つだけで

ある）。固定効果分析とランダム効果分析における、平均的なオッズ比は非常に大きく有意である（い

ずれも OR = 1.9; CI = 1.4-2.5）。Q統計値は有意ではない（Q = 1.65; df = 4; p = 0.800）が、それは、（研

究数が不十分であり）検定力が低いせいである可能性がある。 
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図7 メンタルヘルス： 二変数の関連 

 

4.2 共変量調整済のエフェクトサイズの分析 

 

親の刑務所収容と反社会的行動 
 
図8に、（12件の研究から得られた）16個の標本における、親の刑務所収容と子どもの反社会的アウトカ

ムの関係を表す、共変量調整済のエフェクトサイズを示した。1件の研究は別として、すべてのエフェク

トサイズが1.0より大きく、このことは、親の刑務所収容が、子どもの反社会的アウトカムに有害な影響

を与えている可能性を示唆している。しかし、結果のうち、有意（p < .05）なものは6つしかない。エフ

ェクトサイズにおける有意な不均質性は、サンプリング誤差だけによっては説明できない（Q = 28.49; df 
= 15, p = 0.019）。16個の標本における、平均オッズ比は、固定効果分析で1.4（CI = 1.2-1.6）、ランダム

効果分析で1.5（CI = 1.3-1.9）あり、親の刑務所収容が、子どもの反社会的アウトカムに、ほどほどの有

意な影響を与えることを示している。4 
 
研究結果における不均質性は、個々の研究において、異なる共変量が統制されていることによって、説

明されうる可能性がある。2件の研究（Wakefield とWildeman）だけが、過去の子どもの行動を統制し、

親の刑務所収容前後の、反社会的アウトカムにおける、個人内変化を分析していた。他の研究は、この

ような統制を行っていないため、因果的効果を過大推定している可能性がある。Wakefieldによる研究は、

男女を含んでおり、親の刑務所収容前後で、子どもの反社会的アウトカムは非常に大きく増加している。

Wildemanの研究は、男子については若干の増加を見せているが、女子については増加していない。5件
の研究（Huebner, Murray CSDD, Murray PM, Rakt, Stanton）だけが、親の犯罪性を統制している。その

他の研究は、この統制を欠いているため、因果的効果を過大推定している可能性がある。 
 

                                                        
4 （Pakizから得られた）最大のエフェクトサイズを除いても、平均オッズ比は変わらず、固定効果分析

で1.4（CI = 1.2-1.6）、ランダム効果分析で1.5（CI = 1.2-1.8）であった。 
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図8 反社会的行動： 共変量調整済エフェクトサイズ 

 

2件の研究（StantonとWilbur）だけが、親の刑務所収容の前に共変量を測定していた。共変量を、親の

刑務所収容の後に測定している、他のすべての研究は、共変量が媒介メカニズムを表している可能性が

あるので、親の刑務所収容の子どもに対する因果的効果を過小推定している可能性がある。 
 
この分析に含まれた研究には、それぞれの強みと弱みがある。全体としては、さまざまな共変量を統制

した後であっても、親の刑務所収容の後に、子どもの反社会的アウトカムが増加する傾向を示唆してい

る。しかし、これらの観察研究は、重要な共変量の統制をしばしば欠いており、よって、系統的なバイ

アスがかかっている。これらの研究から、確固とした因果結論を引き出すことはできない。 
 
親の刑務所収容とメンタルヘルスの不良 

 
図9は、（7件の研究から得られた）、親の刑務所収容と子どものメンタルヘルスの関連を表す、8つの、

共変量調整済エフェクトサイズを示す。3つのエフェクトサイズだけしか有意（p < 0.05）ではないが、

すべてのオッズ比は1.0より大きく、子どものメンタルヘルスのアウトカムに対し、親の刑務所収容が、

有害な影響を与えている可能性を示唆している。これらのエフェクトサイズには、有意なばらつきがあ

る（Q = 21.90; df = 7; p = 0.003）。8つの標本の平均オッズ比は、固定効果分析では1.2（CI = 1.1-1.4）、

ランダム効果分析では1.7（CI = 1.1-2.6）であり、いったん共変量が統制されると、親の刑務所収容と子
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どものメンタルヘルスのアウトカムの全般的な関連は、それほど大きくないことを示している。5 
 
Wakefield による研究だけは、親の刑務所に収容前後の、子どものメンタルヘルスの変化を分析してい

る。この研究は、親の刑務所収容に伴い、メンタルヘルスのリスクが有意に増加することを示している。

しかし、親の犯罪性が統制されていないので、親の刑務所収容の子どもへの影響の過大推定を引き起こ

している可能性がある。Stantonの研究を除くすべての研究は、親の刑務所収容の後に共変量を測定して

おり、親の刑務所収容の子どもに対する影響の過小評価を引き起こしている可能性がある。 
 
図9 メンタルヘルス：共変量調整済エフェクトサイズ 

 

4.3 参加者と研究の特徴による、効果のばらつき 

 
当初は、以下の条件によって、親の刑務所収容と子どものアウトカムとの関係が変化するかどうかを追

究しようと考えていた： 親（父親ないし母親）が刑務所に収容された子どもの性別、親の刑務所収容

が生じた際の年齢、親の刑務所収容の期間、研究が行われた国（実刑判決の長さと収容率によって分類）、

その他、しばしば報告されている、標本の特徴である。調節変数を調べるには、それぞれの調節変数に

ついて異なる値をもつ、十分な件数の研究が必要である。親の刑務所収容と子どものメンタルヘルスの

アウトカムの関連については、調節変数の分析を実施しなかった。それは、必要な結果を提供している

研究がほとんどなかったからである。親の刑務所収容と子どもの反社会的アウトカムの関連については、

16個の標本（これらの分析に用いた標本は図8に示す）における、共変量調整済の関連に影響する調節変

数の探索的研究を行った。 
 
まず、親の刑務所収容と、子どもの反社会的アウトカムとの関連が、以下の変数によって変化するかど

                                                        
5 Stanton のとりわけ大きな効果を除外しても、プールされたオッズ比は、固定効果分析（OR = 1.2, CI = 
1.1-1.4）においても、ランダム効果分析（OR = 1.6, CI 1.0-2.4）においても非常に似通ったままである。 
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うかの検定を行った： 子どもの性別（男子か、女子か）、親の性別（父親か母親のどちらが刑務所に

収容されたか）、親の刑務所収容の時点（0－18歳か、出生前か）、親の刑務所収容時点での子どもの年

齢（児童期0―10歳か、思春期11－17歳か）、研究の場所（アメリカ国内か、海外か）である。次に、親

の刑務所収容と子どものアウトカムとの関連が、アウトカムの尺度（反社会的行動か、犯罪行動か）と、

アウトカムの時点における子どもの年齢（少年0―17歳か、大人18歳以上か）によって異なるかどうかを

追究した。 
 
探索的な調節分析に関する結果を表4に示す。有意な調節変数はひとつもなかった。より大きなオッズ比

が、（女子と比べて）男子、（父親の刑務所収容と比べて）母親の刑務所収容、（0-18歳の間の刑務所

収容と比べて）子どもが18歳に至る以前のあらゆる時点の刑務所収容、（児童期と比べて）思春期にお

ける親の刑務所収容、アウトカムが（犯罪であることと比べて）反社会的行動であること、アウトカム

の時点が（成人であることと比べて）少年であること、（アメリカ国外での刑務所収容と比べて）アメ

リカでの刑務所収容について、見出された。（非常に小さく、ごくわずかの標本に基づいたものも含む）

これらの違いが、偶然によってのみ生じたものでないのかどうかは、より主要な研究を含む、今後のレ

ビューで検討する必要がある。 
 
表4 調節変数の探索的分析 

調節変数 カテゴリー1 

(n） 

OR(1) LCL(1) UCL(1) カテゴリー2 

(n） 

OR(1) LCL(2) UCL(2) QB p 

子どもの

性別  
男子 (7)  1.4  1.2  1.7 女子 (4)  1.1 0.8  1.5  1.88 0.171 

親の性別  母親の収容 
(3)  

1.7  0.7  4.1 父親の収容 
(7)  

1.5 1.2  1.8  0.11 0.735 

親の収容

の時点 
子どもが 
0-18歳の間

(9)  

1.5  1.3  1.9 子どもが

0-18歳かあ

るいは出生

前(6)  

1.6 1.1  2.4  0.02 0.883 

親の収容

時点での

年齢 

児童期10歳
まで (3)  

1.2  0.8  1.9 思春期

11-17 (4)  
1.8 0.9  3.9  0.73 0.391 

アウトカ

ム尺度  
反社会的 
(9)  

1.6 1.1 2.2 犯罪 
(7)  

1.5 1.2  1.8  0.17 0.683 

アウトカ

ム時の年

齢  

少年 (9)  1.6  1.2  2.2 成人 (7)  1.5 1.2  1.8  0.18 0.675 

アメリカ

国内  
はい (9)  1.8  1.3  2.4 いいえ (7) 1.3 1.0  1.6  2.52 0.113 

注：混合モデルの結果。OR =オッズ比；LCL =信頼区間下限；UCL =信頼区間上限；QB =カテゴリー間

の不均質性のQ統計量；p = QBの有意度。 
 
表5に、上記で分析した、それぞれの調節変数間の関連の強さ（φ相関係数）を示す。いくつかの調節変

数、例えば、アウトカムのタイプと、アウトカムの時点での年齢は、非常に強く関連している。このよ

うな交絡を考慮に入れるため、また、複数の調節変数の影響を同時に追究するため、重みづけ回帰分析
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を用いることができる（Lipsey & Wilson, 2001, pp. 138-140）。しかし、標本の個数が少なく、かつ、一

部の調節変数について欠損値があるということは、そのような分析を行うためには、エフェクトサイズ

の数が少なすぎることを意味している。 
 
理想的には、可能性がある調節変数はほかにも、追究できる。例えば、親が刑務所収容される前に子ど

もが親と一緒に住んでいたか、事件について子どもにどのような話がされたか、子どもの養育の態勢、

親の刑務所収容の期間、受刑者と家族の接触に関する刑務所の実務、収容者の家族に対する地域の支援

サービス、親の刑務所収容が生じた社会の文化と刑罰文化などである。しかし、研究の数が少なく、こ

れらの変数に関する情報が不足しているため、そうした追究は可能ではない。将来は、より大規模な一

次研究のデータベースを整え、重みづけ回帰分析を用いて、これらの調節変数を検討しなければならな

い。 
 
表5 調節変数の間の相関 
 子どもの

性別 
親の性別 親の刑務

所収容の

時点 

親の刑務

所収容時

の年齢 

アウトカ

ム尺度 
アウトカ

ム時点で

の年齢 

アメリカ

国内 

子どもの性別 1        
親の性別  *  1       

親の刑務所収

容の時点 
-0.18   -0.13  1      

親の刑務所収

容時の年齢 
-0.17 * *  1    

アウトカム尺

度 
0.07 0.13 0.05 0.42 1   

アウトカム時

点での年齢 
0.21  -0.29  0.05  0.42  0.75  1  

アメリカ国内 0.18  0.36  -0.05  -0.42  -0.49  -0.49  1  
注： 一方の変数に分散がないため、相関を計算することができなかった。 

4.4 研究の方法論の質による効果のばらつき 

 
 
方法論的な研究の特徴が、研究結果のばらつきを説明するかどうかを探索した。まず、それぞれの研究

の、方法論的な質を（2.6に記述した）8つの基準で査定した。表6に、方法論的な評価の結果を示す。す

べての研究は、多くの（3つ以上の）重要な共変量を統制していないか、あるいは、共変量の測定が、親

の刑務所収容に明らかに先立っていないため、「不十分な統制」と評定された。よって、この変数は、

調節変数として分析することができなかった。その代り、私たちは、研究が、親の犯罪性の尺度を統制

している（例えば、マッチングか、統計的統制によって）か否かをコーディングし、これを、研究結果

の調節変数の候補として検討した。
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表6 適格な研究における方法論的な質の評価 
研究 標本抽出良 回答率良

（≧70％）

適切な標本

の大きさ

（≧400） 

親の刑務所

収容の尺度

良 

アウトカム

尺度良 
親の刑務所

収容が、ア

ウトカムに

明らかに先

行している

変化の分析 適切な統制 親の犯罪性

の統制 

Huebner  Y Y  Y  Y  N  Y  N  N  Y 

Johanson N Y  N  Y  Y  N  - - - 

Johnson  Y Y  Y  Y  Y  Y  N  N  N 

Kandel  Y N  Y  Y  Y  N  - - - 

Kinner  Y N  Y  N  Y  N  N  N  N 
Murray 
CSDD  

Y Y  N  Y  Y  Y  N  N  Y 

Murray PM Y Y  N  Y  Y  Y  N  N  Y 

Pakiz  Y N  N  N  N  Y  N  N  N 

Peniston  Y Y  Y  Y  N  N  - - - 

Rakt  Y Y  Y  Y  Y  Y  N  N  Y 

Roettger  Y Y  Y  N  Y  N  N  N  N 

Stanton  N N  N  Y  N  Y  N  N  Y 

Stroble  Y Y  N  N  Y  N  - - - 

Wakefield Y N  Y  N  Y  N  Y  N  N 

Wilbur  Y N  N  N  Y  Y  N  N  N 
Wildeman Y N  Y  N  N  N  Y  N  N 
注： 当該研究が、反社会的行動とメンタルヘルスの問題について、異なる質の評定（例えば、Stantonにおける、アウトカム尺度の質）がな

された場合には、反社会的アウトカムの評価に関する評定が、本表には報告されている。二変量エフェクトサイズのみを報告しており、共変

量エフェクトサイズを報告していない研究については、最後の三つの項目については、評価を行っていない。 
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16個の標本において、方法論の質が、反社会的行動に関する、共変量調整済のエフェクトサイズの分散

を説明するかどうかを追究した（図8に、これらの分析に使った標本を示す）。表7は、これらの分析の

結果を示す。方法論の質を表す8つの変数のうち、有意な調節変数はなかった。エフェクトサイズは、抽

出方法に問題がある場合、標本が小さい場合、親の刑務所収容の尺度の質がよい場合、アウトカムの尺

度の質が悪い場合、親の刑務所収容がアウトカムに明確に先行していない場合、変化を分析していない

場合、親の犯罪性を統制していない場合に、大きかった。これらの違い（その多くが非常に小さい）が

偶然の結果生じたものかどうかは、より多数の一次研究を用いた、今後のレビューで検討する必要があ

る。 
 

表7 方法論の質の特徴による効果のばらつき 

調節変数 カテゴ

リー１

(n) 

オッズ

比 

上側限

界 

下側限

界 

カテゴ

リー２

(n) 

オッズ

比 

上側限

界 

下側限

界 

カテゴ

リー間

の 

Q統計量

(QB) 

QBの 

有意度

標本抽出良  Yes 
(15) 

1.5 1.2 1.9 No 
(1) 

2.3 0.6 9.3 0.35 0.552

回答率良 
Yes 
(8) 

1.5 1.2 1.9 No 
(8) 

1.5 1.1 2.1 0.03 0.874

適切な標本の

大きさ  

Yes 
(10) 

1.4 1.1 1.8 No 
(6) 

1.9 1.3 2.8 1.60 0.206

親の刑務所収

容の尺度良 

Yes 
(8) 

1.6 1.2 2.1 No 
(8) 

1.5 1.1 2.0 0.15 0.700

アウトカム尺

度良  

Yes 
(11) 

1.5 1.3 1.8 No 
(5) 

1.7 1.0 2.9 0.19 0.662

明らかな先行  Yes 
(10) 

1.3 1.0 1.8 No 
(6) 

1.4 1.0 2.0 2.11 0.146

変化の分析 Yes 
(3) 

1.3 0.8 2.0 No 
(13) 

1.6 1.3 1.9 0.68 0.410

親の犯罪性の

統制  

Yes 
(7) 

1.4 1.1 1.8 No 
(9) 

1.5 1.2 2.1 0.12 0.733

注： 混合モデルからの結果。OR =オッズ比；LCL =信頼区間下限；UCL =信頼区間上限；QB =カテ

ゴリー間の不均質性を表すQ統計量；p = QBの有意度。 

表8に、上記で分析した、それぞれの方法論の質の特徴の間の関連の強さ（φ相関係数）を示す。例えば、

良い回答率と、親の刑務所収容の良い尺度など、極めて高く相関している特徴もある。残念なことに、

標本が少ないので、複数の質の特徴に関する重みづけ加重回帰分析は行うことができない。 
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表8 方法論の質の特徴相互の相関 

 標本抽

出良 

回答率

良 
適切な

標本の

大きさ 

親の刑

務所収

容の尺

度良 

アウト

カム尺

度良 

明らか

な先行 
変化の

分析 
親の犯

罪性の

統制 

標本抽出良  1.00        
回答率良 0.26 1.00       
適切な標本の大きさ  0.33 0.00 1.00      
親の刑務所収容の尺度良 -0.26 0.75 -0.26 1.00     
アウトカム尺度良  0.38 0.41 0.04 0.14 1.00    
明らかな先行  -0.20 0.52 -0.60 0.78 0.04 1.00   
変化の分析 0.12 -0.48 0.37 -0.48 -0.37 -0.62 1.00  
親の犯罪性の統制  -0.29 0.63 -0.36 0.88 0.05 0.68 -0.42 1.00 
 
4.5 公表バイアスの分析 

 

未公表研究は、発見ないし入手しにくい場合、レビューにおいて、十分に代表されない可能性がある。

未公表研究のエフェクトサイズが、公表研究のエフェクトサイズと比べて、異なるなら、メタアナリシ

スの結果にバイアスがもたらされているかもしれない。小さく有意でない知見は、公表されにくいため、

私たちが見逃している未公表研究は、公表研究よりも、小さく有意でない知見を有している可能性があ

る。 
 
公表バイアスの可能性は、レビュー中の、公表研究と非公表研究の結果を、比較することにより検討す

ることができる。本レビューにおいて、6件の研究（Peniston, Rakt, Roettger, Stroble, Wakefield, 
Wildeman）が未公表である。私たちは、親の刑務所収容と子どもの反社会的行動との共変量調整済みの

関連に関する結果を用いて、公表バイアスを検討した（図8に示す）。公表バイアスが存在するという可

能性に一致し、非公表研究（pooled OR = 1.3）は、公表研究（pooled OR = 1.9）よりも、エフェクトサ

イズがより小さかった。この差は、もう少しで有意であった（QB = 3.37, p = 0.06699）。 
 
さらに公表バイアスを検討するため、エフェクトサイズと、その標準誤差をプロットした、ファネル・

プロット（漏斗図）を検討した。ファネル・プロットでは、より大きな研究は、頂点に近く表示され、

より小さな研究は、底辺に近く表示される。図10が示すように、本レビューでは、大きな研究は、小さ

な研究より、エフェクトサイズが小さい傾向がある。もし、標本が小さく、エフェクトサイズの小さい

非公表研究がこのレビューから見落とされている場合には、この不均衡さは、公表バイアスの反映であ

る可能性がある。 
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メタアナリシスの結果に対して、公表バイアスをもたらしているかもしれない影響を検討するために、Trim 
and Fill 法を用いて、見落とされている研究を外挿した。分析に、見落とされていた研究を外挿して含むこと

で、親の刑務所収容と子どもの反社会的行動との共変量調整済の関連性を表す平均オッズ比は、1.5（CI = 
1.3-1.9）から、1.2（CI = 1.0-1.5）に減少した。すなわち、本レビューでは、公表バイアスは、親の刑務所収

容が、子どもの反社会的行動にもたらす効果の、わずかな過大推定を引き起こしている可能がある。 



訳 津 富  宏（静岡県立大学） 

平成 24 年 4月 4日 

５ 討論 

 
5.1 知見の要約 

 

親の刑務所に関する、16 件の研究が、本レビューへの包含の適格性を満たす。これらの研究のメタアナリシ

スは、受刑者の子どもは、同輩と比べ、反社会なアウトカムのリスクと不良なメンタルヘルスのリスクが、2
倍も高いことを示している。であるから、親の刑務所収容は、これらのアウトカムに対する、非常に強いリス

ク要因であると結論できる。 
 
このレビューを行った今、私たちは、親の刑務所収容が、子どもの反社会的行動ないしメンタルヘルスの問題

を増加させるかどうかに関する明確な結論は出せない。このテーマに関する、ランダム化実験は行われたこと

がない。親の刑務所収容の子どもに対する効果を取り出すため、12 件の観察研究が、マッチングされた比較

群を用いるか、あるいは、統計的に共変量を統制していた。統制された共変量はさまざまであり、研究対象の

母集団もさまざまであったが、共変量を統制した後であっても、一つの研究を除く、すべての研究が、受刑者

の子どもは、その同輩よりも、反社会的アウトカムとメンタルヘルスのアウトカムが高いことを示唆している。

つまり、エビデンスは、親の刑務所収容は、子どもに対して、有害な影響を与えるという可能性を指し示して

いる。しかしながら、これらの結果は、研究の質が不十分なため、系統的にバイアスされているのかもしれな

い。 
 
因果的効果を追究する際、子どものアウトカムが、親の刑務所収容の前後によって、変化するかどうかを検定

することは重要である。ただ、残念ながら、そのような検定を行っている研究は、2 件しかなく、これらの研

究は、かなり異なる結果を示している。その一つ（Wildeman, 2008）は、幼い子どもの標本において、親の

刑務所収容と子どものアウトカム間には、弱い関連性しかないことを見出した。もう一つの研究（Wakefield, 
2007）は、思春期の標本において、親の刑務所収容が強い効果を持つことを見出した。 
 
親の刑務所収容の子どもに対する効果を推定するために、親の犯罪性を統制しているのは、5 件の研究だけで

あった。つまり、多くの研究が、以前の子どもの行動ないし親の犯罪性を統制していないため、親の刑務所収

容の効果を、過大推定している可能性がある。これらの研究においては、それ以外の、さまざまな共変量が測

定され、統計的に統制されている。しかしながら、ほとんどの研究は、共変量を、親の刑務所収容の後に測定

している。親の刑務所収容ののちに共変量を測定し、統制している研究は、親の刑務所収容の、子どもに対す

る全体的効果を過小推定している可能性がある。 
 
親の刑務所収容の子どもに対する効果に対する、有意な調節変数は見出されなかった。しかしながら、この問

題を追究するに足る十分な数の研究は存在していない。 
 
親の刑務所収容は、子どもの反社会的行動とメンタルヘルスの問題の非常に強いリスク要因であるが、因果的

リスク要因であるかどうかは不明であると結論する。そして、調節変数を識別するには、より多くの研究が必

要である。 
 
5.2  政策と実践のための示唆 

 
より多くの子どもが、全世界の国々で、親の刑務所収容を体験している。これらの子どもたちは、同輩に比べ、
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望ましくないアウトカムの、より高いリスクに曝されており、親の刑務所収容の経験それ自体が、これらのア

ウトカムを引き起こす可能性がある。ここでは、本レビューの知見の、政策的・実践的含意を議論する。しか

しながら、親の刑務所収容が、子どもにおける問題行動の増加の原因であることまでは実証されていないこと

を念頭に置くのは非常に重要である。 
 

リスク要因としての親の刑務所収容 

 

親の刑務所収容は、子どもにとっての望ましくないアウトカムを予測するので、子どもが追加的な支援を必要

とする可能性の指標として用いることができる。親の刑務所収容自体が、子どもの反社会的行動ないしメンタ

ルヘルスの問題に寄与していないとしても、親の刑務所収容が、これらのアウトカムを予測するという事実は、

それが、子どもの問題行動の他の原因と関連しているかもしれないことを意味している。例えば、Murray and 
Farrington（2005）は、10 歳までに親が刑務所に収容されたかどうかによって、男子少年の、個別リスク要因

および家族リスク要因の個数を数え上げた。生まれてから 10 歳までの間に親が刑務所に収容されたことがあ

る男子少年は、親が刑務所に収容されたことがない、あるいは、親から分離されたことのない、男子少年より

も、平均して、有意により多くのリスク要因を有していた（5.4 対 2.3）。数え上げたリスク要因は、向こう見

ずさ、IQ の低さ、中学校における学業不振、親の監督不足、父親と母親の不良な育児態度、夫婦関係の悪さ、

母親と父親の神経症、家計収入の低さ、家族の社会階級の低さ、家族の人数の多さである。ノースカロライナ

州の 1400 人の子どもたちの縦断的調査である、Great Smoky Mountains 研究のデータを用いて、Erkanli, Keeler, 
Costello, and Angold（2006）は、親の刑務所収容が、経済的困窮と、子どもへの養育・住居態勢の不安定性に

関連していることを示した。 
 
このように、親の刑務所収容は、反社会的行動とメンタルヘルスの問題の確率を高めるばかりでなく、多様な

剥奪をも意味している。Kemper and Rivara（1993）が示唆しているように、児童保健ワーカーのような専門家

が、子どもの総合的な生物社会的なアセスメントの一環として、親の刑務所収容についての質問を含めること

は、適切であるかもしれない。親の刑務所収容というできごとが明らかであれば、子どもを反社会的行動ない

しメンタルヘルスの問題についてスクリーニングし、適切な措置を講じることができる。 
 
他の研究によると、法廷とクリニックにいる子どものうち、親が刑務所に収容されたことがある子どもは、他

の子どもと比べて、より不利な背景と問題行動を有している傾向がある。例えば、Phillips et al.（2002）は、

メンタルヘルスクリニックにいた若者のうち、親が刑務所に収容されたことがある若者は、他の若者より、親

の薬物乱用、極度の貧困、虐待ないしネグレクトに曝露されやすいことを見出した。Dannerbeck（2005）は、

親が刑務所に収容されたことがある非行少年は、他の非行少年より、非常に無効な養育、ないし、虐待、ある

いは、ネグレクトを受けた経験を受けた可能性が高く、アルコール濫用ないし薬物濫用をしているか、あるい

は、精神障害である親を持つ可能性が高いことを見出した。つまり、子どもが、実際に、反社会的行動ないし

メンタルヘルスの問題を示す場合、専門家は、親が、以前、刑務所に収容されたことがある可能性と、それに

関連する諸問題を意識しなければならない。 

専門家は、親の刑務所収容と関連するリスクを意識する必要はあるが、親の刑務所収容は、望ましくないアウ

トカムを予測するに当たって、決定的な要因ではない。受刑者の子どもの多くは、反社会的な問題やメンタル

ヘルスの問題を生じない。親の刑務所収容の後に、問題行動を生じる子どもと、生じない子どもがいる理由に

ついては、より多くの研究が必要である。 
 
因果的リスク要因の候補としての親の刑務所収容 
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親の刑務所収容が、子どもの反社会的行動あるいはメンタルヘルスの問題の、因果的リスク要因であるかどう

かは確信できない。現在のエビデンスは、この点について、結論に達していない。つまり、この可能性がもつ、

政策的な含意について、詳細な議論は行わない。親の刑務所収容が子どもにもたらす望ましくない効果を緩和

するために用いうる、政策と実践の選択肢に関する、より詳細な議論については Murray and Farrington（2006; 
2008a）を参照されたい。 
 
親の刑務所収容の子どもに対する、有害な影響を防ぐための明らかな選択肢は、親の刑務所収容を減らすこと

である。これは、保護観察、集中的監督、自宅拘禁、電子監視、社会奉仕活動、日数換算の罰金（day fine）
など、刑事処分の代替的形態の利用を増加することで達成しうる。しかしながら、このような刑事司法の改革

に対する障害は、複雑（Tonry, 1996, Chapter 4）で政治的（Tonry, 2004）である。よって、親が刑務所に収容さ

れてしまった場合に、親の刑務所収容がもたらす、望ましくない影響を減少しうるプログラムを検討すること

が重要である。 
 
受刑者の子どもに対するプログラムは、親の刑務所収容がどのように子どもに影響を与えるかについて知られ

ていることに基づいて、開発されなければならない。親の刑務所収容と望ましくないアウトカムを結びつけて

いるメカニズムに従って、子どもを守るためには、異なる介入が必要となる。例えば、親の刑務所収容が、外

傷性の分離と子どもの愛着関係への脅威のため、子どもに悪影響を与える可能性に対し、いくつかの介入が示

唆されている（Murray & Murray, in press）。これらの介入には、子どもに対してより安定的な養育態勢を提

供すること、子どもの養育者に対して親の刑務所収容について子どもにどのように率直で明快な説明をするか

に関しアドバイスをすること、受刑者の子どもと家族に対してカウンセリングと治療サービスを提供すること、

子どもが収容された親との良質の接触を維持する機会を増加することなどが含まれる。もし、家族の経済的困

窮、精一杯の養育、スティグマつまりラべリングといった異なるメカニズムが重要であるなら、異なるタイプ

の介入が必要である（Murray & Farrington, 2006, 2008a を見よ）。親の刑務所収容が子どもにもたらす望ま

しくない影響を緩和することを目的としてデザインされたすべてのプログラムの有効性は、ランダム化比較試

験を用いた実証プロジェクトや系統的レビューにおいて、丁寧に評価されなくてはならない。例えば、オレゴ

ン州で行われている、刑務所における子育てプログラムに関する、進行中の実験的評価を参照されたい（Eddy 
et al., 2008）。 
 
 5.3 研究のための示唆 

 
Hagan と Dinovitzer（1999, p. 152）は、正しくも、「刑務所収容に伴う影響に関する、より良いより系統だっ

た研究がないということの意味は、私たちが、完全でない、いや、実際には、不十分な情報によって、刑事政

策を立案しているということである」と論じ、将来の研究に役に立つ枠組みを提案している。親の刑務所収容

の子どもに対する効果に関する、重要な研究ニーズについて、以下で述べる（Murray & Farrington, 2008a を

も見よ）。 
 
親の刑務所収容と、有害な子どものアウトカムの関係の強さを検証する、追試研究が必要である。本レビュー

では、親の刑務所収容と子どもの反社会的行動のニ変量関係を検証した、たった 10 件の研究と、親の刑務所

収容と子どものメンタルヘルスの二変量関係を検証した、たった 4 件の研究しか、適格な研究を見出さなかっ

た。反社会的行動の診断的尺度（例えば、行為障害の尺度）あるいは、メンタルヘルスの診断的尺度（たとえ

ば、臨床的なうつないし不安の尺度）を用いた研究が一つもなかったことは、注目に値する。このような尺度

を用いることは、親の刑務所収容に関連する問題症状、ならびに、精神障害の診断のリスクを、正確に推定す

るにあたっての、重要な進歩である。親の刑務所収容に引き続く、その他の子どものアウトカム、例えば、ア

ルコール使用・薬物使用、教育や雇用に関するアウトカム、他者との関係づくりの成功などについても研究す
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べきである（この点に関する、多少の成果については、Murray & Farrington, 2008a を見よ）。. 
 
本レビューに含まれた研究のほとんど半分は、児童期か出生前に生じた、親の刑務所収容を測定している。理

論的に言えば、児童期の親の刑務所収容は（出生前の親の刑務所収容の効果は、いかなる場合も、間接的なも

のにならざるを得ないので）、子どもに対して、より強い影響を与える可能性がある。私たちは、今後の研究

は、本人の児童期に生じた、親の刑務所収容の影響を焦点に当てるべきであると提案する。 
 
今後の、前方向の縦断研究は、代表性のある標本、適切な比較群、主な構成概念の信頼性と妥当性のある尺度

を用いて、行われなければならない。また、親の刑務所収容が、子どものアウトカムの測定に、明確に先行す

るようにしなければならない。子どものアウトカムの測定が、親の受刑期間と、重複してしまうと、親の刑務

所収容が、子どものアウトカムに先行しているかどうかが曖昧になってしまう。 
 
親の刑務所収容が、子どもに対してもたらす因果的効果に関する、より多くの研究が必要である。今後の研究

は、親の刑務所収容のもたらす因果的効果を、それ以前から存在する不利益の効果から、より有効に切り離す

ことがとりわけ重要である。この問題をより厳密に検討できうるランダム化比較試験は、倫理的にも実際的に

も可能である（Killias et al., 2000a, 2000b; Villettaz, Killias, & Zoder, 2006）。有罪宣告された親を、ランダム

に、刑務所（通常の措置）や他の判決（例えば、社会内）に割り付ける実験において、子どものアウトカムが

測定できるなら、親の刑務所収容が子どもにもたらす因果的効果を、過去に可能であった以上の妥当性をもっ

て推定できる。 
 
今後の、観察研究は、親の刑務所収容が子どもにもたらす因果的効果に関するより確信な結論を得るために、

方法論上の改善をいくつか行なうべきである。第一に、可能な限り、親の刑務所の前後における、子どもの行

動の個人内変化を追究しなければならない。第二に、親の刑務所収容と子どものアウトカムの関係と交絡する

可能性がある、重要な共変量を測定して統制することが決定的に重要である。とりわけ注意が必要なのは、研

究は、親の犯罪性を統制しなければならないということである。なぜなら、親の犯罪性は、子どものアウトカ

ムの重要なリスク要因であり、親の刑務所収容と非常に強く関連しているからである。これらの共変量が、親

の刑務所収容の前に、測定されていることが重要である。なぜなら、収容された後に測定された共変量を統制

すると、刑務所の効果の一部を、「統制によって取り除いてしまう」可能性があるからである。これうした研

究上の要請は、親の刑務所の収容前、収容中、収容後における子どもの生活に対する、複数の影響を測定する、

新たな縦断研究が必要であることを示唆している。 
 
新たな研究は、親の刑務所収容と子どものアウトカムをつなぐメカニズムについても追究しなくてはならない。

理論と定性的な研究は、多くの可能なメカニズムを提案しているが、これらのメカニズムに関する系統的な検

討は、いまだなされていない。縦断研究は、仮説とされているメカニズムを示す変数が、親の刑務所収容の前

後に変化するかどうか、そして、それらが、親の刑務所収容の子どものアウトカムに対する効果を媒介してい

るかを検証しなければならない。 
 
最後に、親の刑務所収容の子どもに対する効果を変える要因（調節変数）に対して、より多くの研究上の注目

が必要である。これらの調節変数は、子どものアウトカムを予測する際に親の刑務所収容と想定される調節変

数が交互作用をもつかどうかを検定するのに十分な人数の、収容者の子どもと比較群の子どもを含む、縦断研

究によって精査することができる。追究の対象として、私たちが想定する調節変数は以下のとおりである。 
 

子どもの特徴、例えば、子どもの性別、人種、気質、IQ 
母親の刑務所収容 対 父親の刑務所収容 
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親の刑務所収容の前に、親が自分の子どもに関与していた程度と質 
家庭における、親の反社会的影響 
子どもが、親の刑務所収容について、どのように聞かされているか 
子どもの養育態勢 
親の受刑中の、親子の接触 
家族の社会的サポートと、受刑者家族の支援グループの利用 
近隣の環境 
全般的な、社会的・刑事的状況 

 
この研究にひき続き、親の刑務所収容の子どもに対する望ましくない影響を減らすための、有効な介入プログ

ラムについて知る必要がある。子どもの発達に関する、他の領域（例えば、親の精神障害や親の離婚の、子ど

もに対する効果を減少させることについての研究）から知識を獲得することができる。質的かつ量的な研究を、

受刑者の家庭の、さらなる支援ニーズを調査するのに使うべきである。また、介入プログラムについての系統

的な評価を、これらのプログラムが、受刑者の子どもに対する望ましくないアウトカムを減らすのにどの程度

有効かを検討するために行うべきである。 
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7 補遺A 本レビューに含まれなかった研究の書誌  
 
 
このレビューから除外された研究の書誌を以下に示す。それぞれの書誌の隣の番号が、その研究が本レ

ビューに不適格であると判断された、第一の基準を示す。  
 

1 質的研究  
2 受刑者の子どもの結果と、受刑した親をもたない比較群の子どもの結果を含んでいない研究 
3 研究が、子どもの反社会的行動ないしメンタルヘルスをアウトカムに含まない。  
4 研究が、エフェクトサイズを計算するのに必要な情報を含まない 
5 研究の標本が、レビューに不適切である（たとえば、すべての子どもがメンタルヘルスクリニッ

クや裁判所で募集された場合、ないし、唯一の比較群の子どもがその他の理由で親から分離され

た子どもであるか受刑者の子どもの親友である場合） 
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9 補遺 C このレビューに含まれた 16 件の研究に

ついての詳細な記述 

 
Huebner：National Longitudinal Survey of Youth（全米青年縦断調査）、アメリカ 
 
Huebner and Gustafson（2007）は、National Longitudinal Survey of Youth において、母親が刑務所に

収容された31名の子どもと、母親が刑務所に収容されたことのない1，666名の子どもの、成人の犯罪行

動を比較した。この調査は、1979年に14-22歳だった男女の、全米を代表する標本の縦断研究（Center for 
Human Resourse Research, 2006）で、HuebnerとGustafsonの研究は、その女性の子どもたちを対象と

している。母親の刑務所収容は、1979-1994年の間の、年1回のインタビューおよび、1996-2000年の間

の、年2回のインタビューによって、測定された。このような測定は、短期的な（3か月未満の）刑務所

収容と、インタビュー間に生じる刑務所収容を見逃しやすい（Huebner & Gustafson, 2007）。父親の刑

務所収容は測定されなかった。 
 
2,000年に、子どもたちは、18-24歳の範囲に達していた。つまり、もっと若い子どもたちについては、

生まれる前（1979年-1982年の間）に、母親が刑務所収容されていた可能性がある。子どもたちの、成人

としての有罪宣告は、1994-2000年の間の自己申告を用いて測定した。母親の刑務所収容の前に、子ど

もの、成人としての有罪宣告が生じることはなかった。しかし、一部の子どもたちは若すぎた（18歳未

満だった）ため、成人としての有罪宣告が測定された時点では、宣告されるリスクを負っていなかった。

共変量として、子どもの非行と教育、母親の不在、母親の非行、母親の教育、母親の妊娠中の喫煙、思

春期の母親、親の監督、家庭環境、仲間からの圧力、子どもの年齢・性別・人種が測定された。（子ど

もの非行を含む）多くの共変量が、母親の刑務所収容が起きた後の時期に関するものであった。 
 
HuebnerとGustafsonは、母親が刑務所に収容された子どもの26%が成人として有罪宣告され、比較群で

は10％だったと報告している。これは、二変量オッズ比に変換すると、3.1（CI = 1.4-7.1）である。6 
 

Huebner and Gustafson（2007）は、以上にリストされた共変量を統制した後であっても、成人の有罪宣

告に対する、母親の刑務所収容が、有意な効果をもつことも報告している（OR = 3.0; CI = 1.4-6.4）。し

かしながら、母親の刑務所収容の後に測定された共変量（特に子どもの非行）を統制すると、母親の刑

務所収容の子ども対する全体的な効果を過少推定している可能性がある。両親の刑務所収容の前後にお

ける、子どものアウトカムの変化は分析されておらず、このことは、この研究では、親の刑務所収容の

効果が過大推定されている可能性を意味する。 
 
Johanson：スウェーデン 
 
Johanson（1974）は、ケースコントロールデザインを用い、スウェーデンで、1951年に刑務所から釈放

された128名の青年男性（ケース）と、同じ時期同じ場所で生まれた128名の男性（コントロール）の、

父親と母親の刑務所収容率の比較を行った。中央刑罰登録名簿と裁判所命令による司法鑑定報告書のデ

ータを用いて、107人のケースと117人のコントロールについて、対象者が親の刑務所収容を経験してい

                                                        
6 この補遺のオッズ比には、メタアナリスで報告した（図 6-図 9）のとは、若干異なる信頼区間を持つ

ものがあることには注意されたい。これは、メタアナリシスのためのソフト（Comprehensive Meta 
Analysis）において、信頼区間を変換している際に、丸めの誤差が生じたためである。 
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たかどうかを決定した。母親の刑務所収容のデータは、両群の127名の対象者について得られた。親の刑

務所収容に関するデータは、1964-1967年の間に収集されたが、親が刑務所に収容された時期は不明であ

る。従って、親の刑務所収容は、対象者の出生前ないし児童期、場合によっては、アウトカム（若者自

身の刑務所収容）より後に生じた可能性がある。ケースのうち27名は刑務所に収容されたことがある父

親をもち、それに対して、コントロールでは8名であった。これをオッズ比に変換すると、4.6（CI = 
2.0-10.7）となる。ケースのうち4名は刑務所に収容されたことがある母親をもち、コントロールでは0
名であった。これは、オッズ比8.2（CI = 0.4-157.3）7 となる。 
 
Johnson:  Panel Study of Income Dynamics（所得変動に関するパネル研究）、アメリカ 
 
Johnson（2009）は、Panel Study of Income Dynamicsにおいて、児童期における三つの異なる段階（0-5
歳、6-10歳、11-16歳）に親が刑務所に収容された子どもと、親が刑務所に収容されなかった子どものア

ウトカムを比較した。この研究は、1968年に全米から集められた家族の、代表性のある標本の縦断研究

である。1997年以降、参加者の子ども3,500人以上について、データを収集した（Manieri, 2005）。親

の刑務所収容の測定は、2005年に至るまでの面接調査のたびに親が刑務所に収容されていたかどうかを

質問し、また、1995年に、親自身に、それ以前に刑務所に収容されたことがあったか、あれば、それは

いつのことかを尋ねることによって行った。この調査では、父親と母親と両方の、刑務所収容が測定さ

れた。584名の子どもが、父親が刑務所に収容されたことがあった。しかしながら、何名の子どもが、母

親が刑務所に収容されたことがあったか、あるいは、児童期のそれぞれの段階で、何名の子どもの親が

刑務所に収容されていたかは報告されていない。養育者が、1997年と2002-03年に、子どもの内在化行

動と外在化行動について報告している。3-17歳の、3,540名の子どもに関するデータが得られている。内

在化行動とは、以下の項目を指す。「愛されていると感じる、恐れと不安を感じている、容易に混乱す

る、価値がないと感じる、ほかの子どもに嫌われている、思考にとらわれる、悲しいまたは「うつ」で

ある、内にこもっている、大人にしがみつく、泣き過ぎる、誰かに追いかけられていると感じる」。外

在化行動尺度の詳細は報告されていない。また、二種の行動尺度の、心理測定としての特徴も報告され

ていない。 
 
Johnsonは、OLS回帰モデルで、いくつかの共変量を統制し、親の刑務所収容と子どもの行動の関係を分

析した。子どものアウトカム以前に生じた、親の刑務所収容しか、分析には用いなかった（R. Johnson, 
personal communication, 2008）。回帰モデルに含まれた共変量は、児童期以外あるいは出生前の親の

刑務所収容、近隣の質、薬物に関する近隣での警察活動、アルコール問題をもつ家族、宗教性、親の教

育、母親が婚姻しているか、子どもの性別・年齢・人種である。 
 
Johnsonは、親の刑務所収容と関連する子どもの行動についての、回帰係数（及び標準誤差）を報告して

おり、（私信を通じて）標本全体における、子どもの行動の標準偏差を提供してくれた。これらの統計

量を用いて、それぞれのアウトカムに関する、標準化された平均差（d）8 を計算し、これをオッズ比に

変換した。外在化行動については、0-5歳の親の刑務所収容に関する調整済オッズ比は、2.1（CI = 1.1-4.1）、
6-10歳の親の刑務所収容に関する調整済オッズ比は、1.6（CI = 0.8-3.1）、11-16歳の親の刑務所収容に関

する調整済オッズ比は5.2（CI = 1.6-17.2）である。内在化行動については、0-5歳の親の刑務所収容に関

するオッズ比は2.6（CI = 1.1-6.1）、6-10歳の親の刑務所収容に関するオッズ比は1.8（CI = 0.8-4.0）、

11-16歳の親の刑務所収容に関するオッズ比は4.7（CI = 1.1-19.1）であった。共変量の一部は、親の刑務

所収容の後に測定されており、そのため、親の刑務所収容の子どもに対する効果は、過少推定されてい

                                                        
7 ゼロセルについては、0.5 を頻度として用いた。 
8 β値の信頼区間は標準誤差を用いて計算し、それを、d の信頼区間に変換した。 
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る可能性がある。子どものアウトカムにおける変化は分析されておらず、親の犯罪性も統制されていな

いので、親の刑務所収容が子どもにもたらす効果を過大推定されている可能性がある。 
 
Kandel:  Danish Cohort Study（デンマークコホート研究）、デンマーク 
 
Kandel et al.（1988）は、デンマークのコペンハーゲンで、1936年-1938年の間に生まれた1,944名の男性

のコホートにおいて、父親が少なくとも一回実刑判決を受けた92名の男子の犯罪アウトカムと、父親が

警察に記録されたことがない513名の男子の犯罪アウトカムを比較した。この調査では、1400名の男子を

追跡することが目標とされた。この研究報告書を見ると、父親が逮捕されたものの刑務所には収容され

ていない795名の参加者を分析から除外したようである。詳細は述べられていないが、親の刑務所収容は、

子どもの記録の調査が行われた1972年に至る、あらゆる時点で生じたように思われる。従って、親の刑

務所収容は、子どもの出生前、児童期、あるいは、子どもの犯罪アウトカムの後にさえ、起きている可

能性がある。母親の刑務所収容は測定されなかった。刑務所に収容された父親の息子のうち39%が、34-36
歳までに、少なくとも一回は、自分自身が実刑判決を受けていた。比較群の息子は、そのうち7%が、少

なくとも一回は、実刑判決を受けていた。これは、オッズ比8.5（CI = 5.0-14.6）に変換される。刑務所

収容以外の犯罪歴（たとえば、逮捕歴）を持つ父親を比較群から排除しているため、この値は、親の刑

務所収容と子どもの刑務所収容の間の二変量関係を過大推定している可能性がある。 
 
Kinner: Mater University Study of Pregnancy（メーター大学妊娠調査）、オーストラリア 
 
Kinner Alati, Najman, and Williams（2007）は、Mater University Study of Pregnancyにおいて、父親が

刑務所に収容された137名の子どもと、2,262名のコントロール群の行動を比較した。9 これは1981年にオ

ーストラリアで妊娠していた8,458名の女性と、その妊娠の結果、出生した子どもを対象にする縦断研究

である（Najman et al., 2005）。子どもが14歳になったとき、母親に対し、その時点でのパートナーが刑

務所に入ったことがあるかどうかを尋ねた。よって、親の刑務所収容でいう「親」は、必ずしも生物学

的父親を指さない。母親の刑務所収容は測定されなかった。14歳の時点で、Child Behavior Checklist and 
the Youth Self Report（Achenbach, 1991a, 1991c）を用いて、子どもの外在化問題と内在化問題が測定さ

れた。これらの測定は、過去6か月間を対象とするため、この研究では、親の刑務所収容と子どものアウ

トカムには、若干の重複期間がある。共変量として、出生から5歳までの間に、母親の年齢と教育、家計

収入、母親の不安／うつ、母親の薬物使用、夫婦間の問題、DV、養育スタイルが測定された。Kinner et 
al.（2007）は、完全にデータがそろっている、2399名の若者について分析を行った。 
 
二変量の分析では、親の刑務所収容と若者による外在化問題の報告の関連を示すオッズ比は、男子につ

いて 1.7（CI = 0.9-3.3）、女子について 1.5（CI = 0.7-3.4）であった。内在化問題については、男子につ

いて 1.2（CI = 0.5-3.0）、女子について 2.0（CI = 1.0-3.9）であった。多変量解析においては、上記の共

変量について調整したところ、親の刑務所収容と若者による外在化問題の報告の関連を示すオッズ比は、

男子について 1.3（CI = 0.6-2.5）、女子について 1.2（CI = 0.5-2.9）であった。内在化問題については、

男子について 1.1（CI = 0.4-3.0）、女子について 1.9（CI = 1.0-3.8）であった。共変量が、親の刑務所収

容の後に生じている可能性があるので、これらの多変量解析は、親の刑務所収容の子どもに対する効果

を過少推定している可能性がある。子どものアウトカムの変化が分析されておらず、また、親の犯罪性

が統制されていないので、親の刑務所収容の効果が過大推定されている可能性がある。 
 
                                                        
9 Bor, McGee, and Fagan（2004）も、本研究における、親の刑務所収容と子どもの非行の関連について、

簡単に報告している。 
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MurrayCSDD:  Cambridge Study in Delinquent Development（ケンブリッジ非行発達研究）、

英国 
 
Murray and Farrington（2005; 2008a; 2008b）は、ケンブリッジ非行発達研究で、10歳になるまでに親

が刑務所に収容されなかった23名の男子と、されなかった382名の男子を比較した。10 この研究は、1953
年に生まれ、1963年に南ロンドンに住んでいた411名の男子を対象とした縦断研究である（Farrington, 
2003; Farrington et al., 2006）。データは、研究対象の男子、その親、その教師とのインタビュー及び、

50歳に至るまでの犯罪記録の探索によって収集された。男子の両親の犯罪歴は、1994年に至るまで繰り

返し探索された。 
 
本レビューのために、親の刑務所収容と男子のアウトカムの二変量の関連を推定するため11、10歳になる

までに親が刑務所に収容された男子（n = 23）と、18歳になるまで親が刑務所に収容されなかったすべて

の男子（n = 382）を比較した。親が刑務所収容された23名のうち、親の刑務所収容前に、親と永久的に

分離された者はいなかった。検討したアウトカムは、10－18歳の間の有罪宣告、18-50歳の有罪宣告、16
歳時の神経症（これは、内在化問題への脆弱性を反映している（Eysenck & Eysenck（1964））12、48歳
時の内在化問題（FFGeneral Health Questionnaire（Goldberg & Williams, 1988）を利用）である。二変量

分析では、親の刑務所収容は、以下のオッズ比のとおり、四つすべてのアウトカムを予測した。10-18歳
の有罪宣告について6.0（CI = 2.4-14.5）、18-50歳の有罪宣告について4.7（CI = 2.0-11.5）、16歳時の神

経症について2.3（CI = 1.0-5.3）、48歳時の内在化について3.2（CI = 1.3, 8.0）である。 
 
本レビューにおいて共変量調整済エフェクトサイズを推定するため、児童期に親が刑務所に収容された、

上記の男子（n = 23）と、出生前にのみ親が刑務所に収容された男子（n = 17）と比較した。この比較の

ロジックは、出生前に親が刑務所に収容された子どもは、親の刑務所収容を体験していないものの、児

童期に親が刑務所に収容された子どもと同様の、家庭背景を持っているだろうというものである。男子

のアウトカム予測する、その他の共変量も統計的に統制した。以前に行われた分析が、10歳時に測定さ

れた、子ども・親・家庭に関する、どのような共変量が、子どものアウトカムを予測するかが明らかと

していた（Murray & Farrington, 2005, 2008b）。もっとも重要な予測要因は、親の有罪宣告の回数、本

人のIQ、本人が「大胆であるか」いなか、そして、家族の人数である。すなわち、ロジスティック回帰

分析においてこれらの共変量を統制し、親の刑務所収容の子どもに対する効果を推定した。 
 
児童期（出生から10歳まで）に、親が刑務所に収容された男子と、出生前に親が刑務所に収容された男

子を比較して、10歳の時点の共変量を調整したところ、調整済のオッズ比は、10-18歳の有罪宣告につい

                                                        
10 Murray（2006）とOsborn and West（1979）をも見よ。 
11 私たちは、以下の 3 つの理由で、本レビューのために、ケンブリッジ研究から新たな結果を計算した。

第一に、過去の研究では、別個に分析されていた、いくつかの比較群を合算したかった。これは、過去

に公表された結果を用いるよりも、ローデータを用いるほうが簡単だった。第二に、過去の研究では、

内在化問題を、主として連続変数として分析を行っていた（Murray & Farrington, 2008b）。連続尺度か

ら得られた結果を、オッズ比に変換するのではなく、オッズ比をデータから直接計算することを好まし

いと考えた（本レビューのために、用いた二値変数については、Murray & Farrington（2008a）を見よ）。

新たな計算を行った第三の理由は、本レビューに最も適している、二つのアウトカム変数（10－17 歳の

有罪宣告の有無及び、18-50 歳の有罪宣告の有無）は、親の刑務所収容の子どもに対する因果的効果に関

しては、過去の研究で検討していなかったからである。 
12 神経症は、内在化問題そのものというより、内在化問題への脆弱性の尺度であるが、メンタルヘルス

に関する、それ以外の適切な結果をほとんど見いだせなかったの、この尺度を本レビューに含めた。 
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ては1.3（CI = 0.3-5.4）、19-50歳の有罪宣告については1.5（CI = 0.3-7.2）、16歳時の神経症については

1.2（CI =0.2-5.8）、48歳時の内在化問題は2.9（CI = 0.4-19.0）であった。共変量を、親の刑務所収容の

後、およそ10歳の時点で、測定したことは、親の刑務所収容の子どもに対する効果の過少推定を引き起

こす可能性がある。子どものアウトカムの変化は分析されていないので、刑務所の効果の過大推定を引

き起こしているかもしれない。 

 
MurrayPM: Project Metropolitan、スウェーデン 
 
Murray, Janson, and Farrington（2007）は、Project Metropolitanにおいて、出生後から18歳までの間に

親が刑務所に収容された子どもと、親が刑務所に収容されなかった子どもと比較した。この調査は、1953
年に生まれ、1963年にストックホルムに住んでいた15,117名の子ども全員の、縦断研究である（Hodgins 
& Janson, 2002; Janson, 2000）。子どもが19歳であった1972年まで、父親の犯罪記録（または、父親に

関する情報が入手できない場合は、母親の犯罪記録）を調査することによって、親の刑務所収容を測定

した。正確なところ、何人の母親の記録を調査したかはわからないが、親の刑務所収容とは、主として、

父親の刑務所収容のことを指している。子どもの犯罪記録は、1972-1983年の間、つまり、19-30歳の年

齢に相当する時期について、調査を行った。 
 
親の刑務所収容と、子どもの有罪宣告の二変量関連を推定するために、出生と6歳の間（早期児童期、n=75）
に親が刑務所に収容された、あるいは、7歳と18歳の間（後期児童期－思春期、n=146）に親が刑務所に

収容された子どもと、出生前と18歳の時点に親が刑務所に収容された子ども（n=14,834）を比較した。13 
親が早期児童期と後期児童期－思春期の両方で刑務所に収容された子どもは、分析から除外した。 
 
早期児童期の親の刑務所収容は、成人（18-30歳まで）としての有罪宣告を予測し、男子のオッズ比は1.7
（CI=0.8-3.5）、女子のオッズ比は5.2（CI=2.1-12.4）であった。後期児童期－思春期の親の刑務所収容

は、成人としての有罪宣告を予測し、男子のオッズ比は3.5（CI=2.2-5.5）、女子のオッズ比は1.6
（CI=0.6-4.3）であった。 
 
このレビューのために、共変量調整済のエフェクトサイズを計算するのに、出生後18歳までの間に親が

刑務所に収容された子ども（n=283）と、自らの出生前に親が刑務所に収容された子ども（n=245）を比

較した。この比較を行うに当たり、ロジスティック回帰モデルにおいて、（子どもが18歳になるまでの）

親の有罪宣告の回数および家族の社会階級を統制した。児童期の親の刑務所収容と出生前の親の刑務所

収容を比較した、調整済オッズ比は、男子について1.6（CI=0.9-2.9）、女子について1.4（CI=0.5-3.6）
であった。しかしながら、共変量は、親の刑務所収容より後に測定されているため、結果にバイアスを

与えている可能性があり、子どものアウトカムの変化が分析されていないため、刑務所効果の過大推定

を引き起こしている可能性がある。 
 
Pakiz: アメリカ 
 
Pakiz, Reinherz, and Giaconia（1997）は、The Simmons Longitudinal Studyにおいて、18歳までに親が

刑務所に収容された子どもと、刑務所に収容されなかった子どもを比較した。これは、1977年に5歳だっ

                                                        
13  Murray et al.（2007）によって、以前、報告されている結果は、二変量分析において若干異なる比

較群を用いており、男女別個には、親の刑務所収容のもたらしうる因果的効果を追究していない。よっ

て、本レビューのために、Project Metropolitanから、新たな結果を計算した。 
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た777名の子どもを対象にした縦断研究である（たとえば、Reinherz, Giaconia, & Paradis（2007）を見

よ）。子どもが18歳の時点で、親の刑務所収容は、家庭環境に関する構造化インタビューの一部分とし

測定された。親の刑務所収容は、子どもが18歳になるまでのあらゆる時点で、生じていた可能性がある

ように思われる（もっとも、このことは、研究報告書からは十分には明らかではない）。何人の子ども

に、刑務所に収容された親がいたかは、報告されていない。DSM-III-R（Robins, Helzer, Cottler, & Goldring, 
1989）の項目を使った、反社会的行動の測定が行われた21歳の時点で、この研究には、375名の対象者が

残っていた。共変量として、5-18歳の間の男子について、家庭の不利な背景、子どもの行動の問題、学

校の成績、家庭における身体虐待、参加者のマリファナ使用／依存であるが測定され、5-18歳の間の女

子について、子どもの敵意、自尊心、停学、注意力の問題、親の離婚、反社会的行動、家庭における性

的虐待、社会的サポートのニーズが測定された。21歳の時点でデータがそろっていた、188名の男性と187
名の女性について、分析が行われた。 
 
以上の共変量を統制して、21歳の反社会的行動を予測する回帰モデルを、男性と女性、別個に計算した。

男性については、18歳までに親が刑務所に収容されていることは、21歳時の反社会的行動と有意に関連

していた（rpb = .20, p < .001）が、女性についてはそうではなかった。男性については、反社会的行動と

親の刑務所収容の関連を示すオッズ比は5.4（CI = 1.6-20.7）と推定された。14 女性について、エフェク

トサイズを推定することはできなかった。なぜなら、「有意でない」知見しか報告されていなかったか

らである。親の刑務所収容の後に（子どもの反社会的行動も含む）共変量を測定しているので、この研

究は、親の刑務所収容の子どもに対する効果を過小推定している可能性がある。子どものアウトカムに

おける変化は分析されておらず、親の犯罪性を統制していない。その結果、親の刑務所収容の効果は、

過大推定されている可能性がある。 
 
Peniston: Children at Risk（リスクをかかえる子どもたち）, アメリカ  
 
Peniston（2006）は、Children at Risk研究において、養育者が刑務所に収容された27名の子どもと、収

容されなかった622名の子どもの非行率を比較した。Children at Riskは、テキサス州、コネチカット州、

テネシー州、ジョージア州、ワシントン州のハイリスクの近隣に住んでいる、11-13歳の子どもとその養

育者の、縦断的実験研究である（Harrell, Cavanagh, & Sridharan, 1999, 2000）。1993年に、子どもとそ

の主たる養育者から、ベースラインデータが収集された。青少年は、ランダムに、薬物・非行予防サー

ビス（n=338）ないし追加サービスなし（n=333）群に割り付けられ、さらに、同様のハイリスクの近隣

の子どもが準実験群を形成した（n=203）。1995年の追跡調査時点で、養育者は、過去２年間に、自ら

が、ジェイルに収容されたことがあるかどうかを尋ねられた。養育者以外の親の収容については、測定

されなかった。追跡調査では、また、青年は、過去２年間の非行行動に関する9つの質問を聞かれた。つ

まり、この調査では、養育者の刑務所収容と青年の非行の参照期間は、完全に重複している。 
 
Penistonは、養育者が刑務所に収容された27名の青年のうち、37%は刑務所に収容されたと報告している。

養育者が刑務所に収容されなかった622名の青年のうち、刑務所に収容されたのは18％だった。これを、

二変量オッズ比に変換すると2.7（CI = 1.2-6.1）となる。 
 
                                                        
14 まず、（フィッシャーのZ変換を用い、男子の5％に刑務所に収容された親がいるという仮定に立ち）

rpbからdを推定し、ついで、dからオッズ比を推定した。親の刑務所収容率が5％であるという仮定は、1978
年にアメリカで出生した白人下層階級の子どものうち、2.9％が、出生と11-14歳の間に、親が刑務所に収

容されたことがあるという推定に基づいている（Wildeman, 2009）。 
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Rakt: Criminal Careers and Life-Course Study（犯罪経歴とライフコース研究）、オランダ 
 
Rakt, Murray, and Nieuwbeerta（in progress）は、Criminal Careers and Life-Course Studyにおいて、児

童期に、父親が刑務所に収容された1,858名の子どもと、父親が刑務所に収容されなかった4,123名の子ど

もの、有罪宣告を比較した。これは、1,977年にオランダで有罪宣告を受けた男性の4％からなる無作為標

本と、その子どもについての、記録に基づく縦断研究である（Nieuwbeerta & Blokland, 2003）。親の刑

務所収容は、父親の犯罪記録を2003年まで探索することによって測定した。この研究では、母親の刑務

所収容は測定していない。Rakt et al.は、2003年に18歳以上であった、（3,590名の父親の）5,981名の子

どもを選んだ。本研究では、すべての子どもの父親が少なくとも一つの有罪宣告を受けているので、こ

の研究は、親の刑務所収容と子どものアウトカムの、二変量の関連を推定するのには適していない。 
 
このレビューのために、調整済エフェクトサイズを推定するのに、0-12歳（n = 935）の間と、12-18歳（n 
= 319）の間に、父親が刑務所に収容された子どもと、出生前に、父親が刑務所に収容された子ども（n = 
569）を比較した。両方の期間（0-12歳と12-18歳）において、父親が刑務所に収容された子どもは分析

から除外された。父親の犯罪記録と、国家人口登録簿を用いて、共変量として、子どもが18歳になるま

で父親が犯した犯罪の合計回数、父親の犯罪軌跡グループ（2003年までに測定された、４つの軌跡のう

ちの一つ）、父親が外国生まれかどうか、父親によるアルコール使用と薬物使用、親の離婚、兄弟の人

数、母親のティーンエージャーとしての妊娠、子どもの年齢と性別を測定した。 
 
ロジスティック回帰分析を用いて、親の刑務所収容の男子と女子に対する効果を、まずは、出生から12
歳の間に親が刑務所収容された場合、次に、12-18歳（思春期）に親が刑務所された場合について推定し

た。アウトカムは、18-30歳の間の、年平均の有罪宣告の確率である。このアウトカムを用いたのは、2003
年の時点で、一部の若者が30歳未満だったからである。上記に掲げた共変量を統制した上で、児童期の

親の刑務所収容を出生前の刑務所収容と比較した調整済オッズ比は、男子が1.2（CI = 0.9-1.5）、女子が

1.5（CI = 1.0-2.2）であった。思春期の親の刑務所収容の調整済オッズ比は、男子が1.1（CI = 0.7-1.6） 
であり、女子が1.7（0.8-3.7）であった。統制された共変量は、2003年まで測定されているため、これら

は、親の刑務所収容より後に生じた可能性がある。従って、これらの結果は、親の刑務所収容の子ども

に対する効果を過小推定している可能性がある。しかしながら、子どものアウトカムにおける変化が分

析されていないので、親の刑務所収容の効果は、過大推定されている可能性もある。 
 
Roettger:  National Longitudinal Study of Adolescent Health（思春期の健康についての国家

縦断研究）、アメリカ 
 
Roettger（2008）は、National Longitudinal Study of Adolescent Healthにおいて、父親が刑務所に収容

されていた784名の男性と、父親が刑務所に収容されたことがない5,344名の男性の、重大で暴力的な非

行の程度を比較した。15 この研究は、1994-95年に、7-12学年だった、約20,000名の青少年を対象とした

縦断研究である。参加者の年齢が18-24歳であった2001-02年には、約7,500名の男性参加者からなるサブ

                                                        
15 Roettger and Swisher（in progress）は、この標本を用いて、若者の人種ごとに、青年の非行に対する

親の刑務所収容の効果を推定している。Roettger（2008）と、Guo, Roettger and Cai（2008） は、階層

線形モデルを用いて、本研究の、分離された双生児の標本を用いて、親の刑務所収容の青年の非行に対

する効果を推定した。これらの分析は、親の刑務所収容は、重大で暴力的な非行に対して、個人・家庭・

地域に関する共変量を統制する前も統制した後も、有意に関連していることを示した（Roettger, 2008, 
Table 4.3）。ただし、これらの結果を、本レビューに含めるためのエフェクトサイズには、変換できなか

った。  
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サンプルが、追跡インタビューに適格であった。インタビューでは、「あなたの生物学上の父親は、ジ

ェイルや刑務所で服役したことがありますか」という質問が尋ねられた。母親の刑務所収容は測定され

なかった。自己申告による、重大で暴力的な非行もまた、この時点で、過去12か月に関する15個の質問

項目（それらは、5点尺度に変換された）を使って測定された。よって、非行に関するアウトカム尺度は、

親の刑務所収容が生じた可能性のある期間と重複している。 
 
重大で暴力的な非行と親の刑務所収容の二変量オッズ比は、1.8（CI = 1.3-2.7）である。ロジスティック

回帰分析を用いて、共変量を統制し、調整済オッズ比を推定した。測定された共変量は、参加者の人種、

飲酒／薬物使用、家族構造、親の厳しさ、父親の関与、身体的虐待、社会サービスによる扶助、学校へ

の愛着、高校中退、雇用、婚姻、同棲、貧困、参加者が住んでいる国勢調査単位の人種・教育面の特徴

である。親の刑務所収容と関連した、共変量調整済オッズ比は、1.6（CI = 1.2-2.2）であった。この調査

の共変量は、親の刑務所収容の後に測定されており、よって、親の刑務所収容が非行にもたらす因果的

効果を過小推定している可能性がある。しかしながら、子どものアウトカムの変化が分析されておらず、

親の犯罪性が統制されていないので、親の刑務所収容に対する効果は過大推定されている可能性がある。 
 
Stanton: アメリカ 
 
母親の刑務所収容のもたらす子どもに対する効果についての先駆的研究である、Stanton（1980）は、ジ

ェイルにいる、54名の母親の子どもと、保護観察を受けている、21名の母親の子どもを比較した。母親

には、4歳から8歳の、総計166人の子どもがいた。子どもは、母親が逮捕される前は、母親と一緒に住ん

でいた。Stantonは、まず、母親が刑務所収容されている間に。母親、家庭外の養育者、教師からデータ

を収集した。比較群が、保護観察の母親の子どもから構成されているため、本研究は、母親の刑務所収

容と子どものアウトカムの間の、二変量の関連を推定するには適さないが、因果的効果を推定するのに、

用いることができる。 
 
子どもの自尊感情の低さは、教師ないしカウンセラーによって評定された。教師については、Coopersmith 
Behavior Rating Form（Coopersmith, 1967）が用いられた。自尊感情の低さは、内在化問題それ自体で

はなく、内在化問題への脆弱性を示しているが、子どものメンタルヘルスの問題に関する結果をもつ適

格研究があまりにも少なかったため、これらの結果を本レビューに含めた。母親がジェイルに収容され

た22名の子どものうち、13名が自尊感情が低く、それに対し、母親が保護観察を受けている18名の子ど

ものうち、4名が自尊感情が低かった。これをオッズ比に変換すれば5.1（CI = 1.2, 20.5）である。 
 
Stantonは、母親がジェイルから釈放された一ヶ月後にも再びインタビューした。その時に、母親に、自

分の子どもが、警察や学校、近隣でトラブルを起こしたことがあるか否か尋ねた（参照期間は、特定さ

れていない）。母親がジェイルに収容された、24人の子どものうち、10人がトラブルを起こしており、

これに対して、母親が保護観察を受けている、17人の子どものうち、4人がトラブルを起こしていた。こ

れはオッズ比に変換すると、2.3（CI = 0.6, 9.3）である。 
 
刑務所に収容された母親と保護観察を受けた母親を比較すると、両群は、過去の犯罪歴、婚姻経験、社

会的経済的地位、失業率、教育水準がにおいて異なっている。これらの違いは、分析で統制されていな

いので、結果はバイアスを受けている可能性が高い。さらに、本研究における、保護観察中の母親のう

ち、4人が以前刑務所に収容されたことがあるので、彼らは、彼らの子どもと、ジェイルに入った母親の

子どもの比較を交絡している。この研究は、子どものアウトカムの変化を分析していないため、母親の

刑務所収容の効果は、過大推定されている可能性がある。 
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Stroble: アメリカ 
 
Stroble（1997）は、親が刑務所に収容されたことがある15人の子どもと、親の刑務所収容の以外の理由

でひとり親家庭に住んでいる15人の子どもと、両親と一緒に住んでいる15人の子どもの三つのグループ

のうつレベルを比較した。この研究の子ども全員が、バージニア州Richmondの高校の9-12学年に在籍し

ている、アフリカ系アメリカ人であった。80％の子どもは女子だった。親が刑務所に収容されたことが

あるかどうか、あるいは、それ以外の理由でひとり親家庭に住んでいるか、あるいは、どちらでもない

かについて、自己申告した。報告書を見る限り明らかではないが、（子どもの出生前も含む）過去のあ

らゆる時点において、親の刑務所収容が生じた可能性がある。子どものうつは、Children’s Depression 
Inventory（Kovacs, 1983）を用いて測定した。各群において、当初は、20人の生徒が調査に適格であっ

たが、15人ずつしか、完全なデータは入手できなかった。親が刑務所収容された子どものうつ得点の平

均（括弧内は標準偏差）は、54.6（14.8）で、親の刑務所収容の以外の理由でひとり親家庭に住んでいる

子どもは55.0（13.2）、両親と一緒に住んでいる子どもは46.3（9.6）であった。親が刑務所に収容され

た子どもと、本研究におけるそれ以外の子どもすべてを比較した「うつ」のオッズ比は、1.8（CI = 0.6-5.5）
と推定された。16 
 
Wakefield: Project on Human Development in Chicago Neighborhoods（シカゴ近隣の人間発

達に関するプロジェクト）、アメリカ 
 
Wakefield（2007）は、Project on Human Development in Chicago Neighborhoodsにおいて、父親が刑

務所に収容された69人の子どもと、父親が刑務所に収容されていない2,313人の子どもの行動を比較した。
17 これは、シカゴの80か所の近隣における、6歳以上の、6,000人の子どもを対象とする縦断研究である

（Earls, Brooks-Gunn, Raudenbush, & Sampson, 2002）。Wakefield（2007）は、ベースラインとして、

6-15歳の子どもを選んだ。父親の刑務所収容に関するデータは、（研究報告書からは、完全には明確で

はないが）ベースラインの時点と、三年後の追跡の時点で、子どもの養育者とのインタビューから収集

された。ベースラインと追跡の間に、父親が刑務所に収容されていた子どもは69人であった。母親の刑

務所収容についてのデータは、この研究では用いられていない。ベースラインの時点と追跡の時点で、

Child Behavior Checklist（Achenbach, 1991a）を用いて、子どもの内在化問題と外在化問題を測定した。

Child Behavior Checklistは、過去6ヶ月間の、子どもの行動を測定対象としており、アウトカム尺度の参

照期間と、親の刑務所収容が生じた可能性がある時期には、ある程度の重複がある。 
 
Wakefield（2007）は、追跡時点における、子ども行動の得点の平均と標準偏差を報告している。これら

の結果を用いて、父親が刑務所に収容された子どもと父親が収容されなかった子ども（この比較をする

ため、二つの比較群を合併した）の標準化平均差（d）を計算した。次に、これらの結果を、オッズ比に

変換した。（Child Behavior Checklistの非行下位尺度に基づく）外在化問題のオッズ比は2.0（CI = 1.3-3.1）
で、内在化問題のオッズ比は1.9（CI = 1.2-2.9）であった。 
 
Wakefield（2007）は、親の刑務所収容の子どもに対する因果的効果を推定するために、OLS回帰分析に

おいて、ベースライン時点における、子ども行動得点とその他の共変量を統制して、追跡時点の行動得

点を計算した。共変量には、子どもの年齢・人種・性別、主な養育者が雇用されているか、家計収入、

ベースラインと追跡時点の間の親の離婚、主な養育者が子どもの父親であるか母親であるかなどが含ま

                                                        
16 2 つの比較群の得点を合算しし、次に、d を計算し、さらに、d からオッズ比を推定した。  
17 Wakefield (in progress)もみよ。 
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れている。OLS回帰モデルから得たβ値を、dタイプのエフェクトサイズに変換し、さらにそれをオッズ

比に変換した。調整済オッズ比は、（Child Behavior Checklistの外在化得点の合計を用いる）外在化問題

について1.9（CI = 1.3-2.8）、内在化問題について2.4（CI = 1.6-3.6）であった。共変量が、親の刑務所

収容の後に測定されているので、これらの結果は、親の刑務所収容が子どもにもたらす効果を過小推定

している可能性がある。子どものアウトカムの変化は（ベースラインの子どもの行動を統制することに

より）分析されているが、親の犯罪性が統制されていないため、親の刑務所収容の効果が過大推定され

ている可能性がある。 
 
Wilbur: アメリカ 
 
Wilbur et al.（2007）は、1990-93年の間に、ボストンで生まれた252人の子どものコホートにおける、

父親が刑務所に収容されている31人の子どもと、父親が刑務所に収容されていない71人の子どもの行動

を比較した。まず、子宮内のコカインへの曝露の効果を調べるため、本研究では、新生児を選んだ。元々

の標本（n = 123）のおよそ半数は、子宮内でコカインに曝露されていた（Frank et al., 2002; Frank et al., 
1999）。子どもがそれぞれの6歳、8歳、9歳、11歳になった時点の、それぞれの追跡インタビューにおい

て、子どもの養育者は、過去2年間あるいは直近のインタビュー以降、子どもの父親が刑務所に収容され

たかどうかを質問された。Wilbur et al.は、6-11歳の間に父親が刑務所に収容された子ども（n = 31）と、

この間に父親が刑務所に収容されていなかった子ども（n = 71）と比較した。母親が刑務所に収容された

子ども（n = 5）が分析から除外された。6-11歳の間のすべてのインタビューのたびに、Child Behavior 
Checklist（Achenbach, 1991a）が実施された。18 父親の刑務所収容に関する最初の報告後の、子どもの

行動の最終の測定を、アウトカムとして用いた。コホートの半数の子どもが子宮内でコカインに曝露さ

れているので、この研究は、親の刑務所収容と子どものアウトカムの二変量の関連を計算するのに適し

ていない。 
 
Wilbur et al.は、OLS回帰モデルで共変量を統制しつつ、刑務所収容された父親を持つ子どもと、刑務所

収容されていない父親を持つ子どもを比較することで、父親の刑務所収容の因果的効果を推定した。測

定された共変量は、子どもの年齢と性別、コカイン・アルコール・タバコ・マリファナへの子宮内での

曝露、出生時の父親の薬物／アルコール問題に関する母親の認識、現在の養育者（生みの母か、それ以

外か）、現在の養育者のストレス、暴力への（子どもの）曝露である。しかしながら、最終モデルには、

これらの共変量のうち、有意（p < .05）なもの（子どもの年齢・性別、妊娠中のコカインへの曝露）だ

けが残された。 
 
Wilbur et al.は、共変量を統制しつつ、刑務所に収容された父親の子どもと比較群の子どもの間の、子ど

もの行動のT得点の差（母平均= 50、標準偏差＝10）を報告した（これらの差は、標準誤差を伴う、β値
のとして報告された）。これらの違いを、10で割って、標準化された平均値差（d）を求め、そしてdを
オッズ比に変換した。19 外在化問題については、父親の刑務所収容と関連する調整済オッズ比は、2.3（CI 
= 1.0-5.4）、内在化問題については、1.1（CI = 0.5-2.5）であった。しかしながら、子どものアウトカム

の変化が分析されておらず、親の犯罪性が統制されていないので、これらの結果は、親の刑務所収容の

効果を過大推定している可能性がある。 
 
                                                        
18 本研究では、Teacher Report Form（教員用報告様式） （Achenbach, 1991b）及び Children’s Depression 
Inventory（Kovacs, 1983）も実施されているが、原著者がエフェクトサイズを計算するのに必要な追加

情報を提供してくれたので、本レビューのためには、Child Behavior Checklist に基づく結果を選んだ。  
19 まず、T 値の差の信頼区間を計算し、これを 10 で割って、d の信頼区間を得た。 
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Wildeman/ Geller: Fragile Families and Child Wellbeing Study（脆弱な家庭と子どもの幸福の

研究）アメリカ 
 
Wildman（2008）は、Fragile Families and Child Wellbeing Studyにおいて、親の刑務所収容の子どもに

対する効果を分析した。この研究は、1998-2000年の間に、アメリカの20都市で生まれた4,898名の出生

コホートの研究である（Reichman, Teitler, Garfinkel, & McLanaghan, 2001）。この研究では、婚姻関係

以外での生まれた子どもをオーバーサンプルした。親の刑務所収容は、出生30ヶ月後と60ヶ月後に、母

親とのインタビューで測定された。 
 
Wildeman（2008）は、父親が30-60ヶ月の間に刑務所に収容された306名の子どもと、親が刑務所に収

容されなかった2,080名の子どもの、攻撃行動を比較した。母親が刑務所に収容された子どもは、（たと

え、父親が刑務所に収容されたとしても）分析から除外された。Wildermanは、36ヶ月後と60ヶ月後に

尋ねられた、子どもの身体的攻撃行動に関する三つの質問に対する、母親の回答を分析した。従って60
ヶ月後に測定されたアウトカムの参照期間と、親の刑務所収容が生じたかもしれない期間（30-60ヶ月の

間）には、多少の重複がある。 
 
Wildemanは、父親の刑務所収容と60ヶ月後の時点の子どもの攻撃行動との二変量関係を、標準化平均差

（標準化された行動得点のβ値）として報告している、こられの結果から、親の刑務所収容に引き続く子

どもの攻撃のオッズ比は、男子について2.2（CI = 1.6-3.0）で、女子について（CI = 1.3=2.4）と計算さ

れる。 
 
親の刑務所収容が子どもの攻撃性にもたらす因果的効果を推定するために、Wildemanは、36ヶ月後の時

点の子どもの攻撃行動やその他の共変量を統制して、60ヶ月後の時点の攻撃行動の標準化平均差を計算

した。統制された共変量は36か月後の時点までで測定されたもので（C. Wildeman, personal 
communication, 2008）、親の年齢と教育、子どもの人種、子どもの人数、子宮内でのニコチンへの曝露、

低出生体重、親のセルフコントロール、父親と一緒にいる日数、貧困、「母親の熟達」、家庭内の虐待、

両親の関係の質、「社会的な父親」、過去の関係、体罰、不規則な罰、集団効力感の低さ、近隣の社会

的乱れなどを含んでいる。以前の子どもの行動と共変量を統制した上での、攻撃行動の調整済オッズ比

は、男子が1.4（CI = 1.0-1.9）、女子が0.9（CI = 0.7-1.1）であった。共変量が、親の刑務所収容の先に生

じたことは明確でないので、それらを統制することは、親の刑務所収容の効果の過小推定を引き起こす

可能性がある。子どものアウトカムの変化は（以前の子どもの行動を統制することによって）分析され

ているが、親の犯罪性は統制されていないので、親の刑務所収容の効果は、過大推定されている可能性

がある。 
 
Geller, Garfinkel, Cooper, and Mincy（in progress）も、Fragile Families and Child Wellbeing Studyのデ

ータを用いて、親の刑務所収容が子どもにもたらす効果を研究した。Wildemanとは違って、Geller et al.
は、子どもが3歳に達するまでのあらゆる時点（出生前を含む）で生じた可能性がある親の刑務所収容に

ついて研究している。私たちは、児童期の親の刑務所収容の効果に最も注目しているので、このレビュ

ーでは、主として、Wildemanの分析の結果を報告した。しかし、Geller et al.は、父親の刑務所収容だけ

でなく、母親の刑務所収容の効果を分析しており、また、反社会的アウトカムだけでなく、Wildemanが
報告しなかった、内在化アウトカムについても分析している。よって、Geller et al.の分析からは、母親

の刑務所収容に関する結果と、内在化アウトカムに関する結果を報告する。 
 
Geller et al.による分析では、親の刑務所収容に関するデータは、標本のおよそ10%について欠損してい
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る。彼らは、欠損データを外挿し、分析のため、4,789ケースを得た。そのうち、2,641人の子どもは親

が刑務所に一度も収容されたことはなく、117人の子どもは母親だけが刑務所に収容されたことがあり、

1,794人の子どもは父親だけが刑務所に収容されたことがあり、237人の子どもは父親も母親も刑務所に

収容されたことがあった。Child Behavior Checklist（Achenbach & Rescorla, 2000）を用いて、3歳時の、

子どもの攻撃性や、不安・うつの症状を測定した。Child Behavior Checklistは、過去6ヶ月間の行動を参

照しているので、親の刑務所収容が測定された時期と子どもの報告された行動には、若干の重複がある。 
 
Geller et al.は、親の人種・年齢、教育と衝動性を調整した上、子どもの問題行動の率を報告している。

どちらか一方の親が刑務所に収容されたあとの、不安／うつのオッズ比は1.1（CI = 0.9-1.2）で、ほとん

ど効果がゼロであることを示している。母親のみが刑務所に収容された後のアウトカムのオッズ比は、

攻撃性について0.9（CI = 0.5-1.7）、不安とうつについて0.5（CI = 0.3-1.1）であった。親の刑務所収容

の後に共変量が生じている可能性があり、そのため、親の刑務所収容の効果は過小推定されているかも

しれない。しかしながら、子どものアウトカムにおける変化が分析されておらず、親の犯罪行為も統制

されていないので、因果的効果の過大推定を引き起こしている可能性もある。 


